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Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色等 

 １．建学の精神と基本理念 

  岐阜医療科学大学(以下「本学」という)は、昭和 40(1965)年、神野浅義理事長により

創立された学校法人江南自動車高等整備学校(昭和 42(1967)年に神野学園として寄附行

為の変更認可)を母体に、昭和 47(1972)年臨床検査技師養成所として指定を受け、翌年 4

月に国際医学総合技術学院を開校してその歴史が始まった。昭和 49(1974)年には診療放

射線技師養成所の指定を受け、その後昭和 58(1983)年に岐阜医療技術短期大学(衛生技術

学科・診療放射線技術学科)を開学、平成 3(1991)年には看護学科を開設して現在の基礎

を築いた。この間にも、医学の進歩と相まって医療技術者の高学歴化が進み、時代の要

請に応じるため、平成 18(2006)年、高度な医療技術者を育成する高等教育機関として本

学を開学した。 

本学の建学の精神は学校法人神野学園の建学の精神そのものである。神野学園の建学

の精神は「優れた技術は、人に幸福をもたらし、誤れる技術は、人に災いをもたらす。

技術は人が造るなり、故に技術者たる前に良き人間たれ」である。現在、神野学園には 3

つの技術者養成の学校(岐阜医療科学大学、中日本自動車短期大学、中日本航空専門学校)

があり、この精神に基づき、各々の専門分野で人間性豊かな専門技術者の育成を進めて

いる。 

 

 ２．目的と使命 

    本学は建学の精神に基づき、その目的を「学則」第１条に「教育基本法及び学校教育

法に基づき、人間の尊重を基本として、豊かな人間性の涵養と保健医療に関する科学分

野の教育研究を行い、学術文化の向上に寄与するとともに、地域社会において広く活躍

できる人材を育成することを目的とする。」と定めている。 

  医療技術者には、今後、ますます多様化する社会や人間に対応していくため、医療施

設や在宅での優れた医療活動はもちろんのこと、疾病予防や保健指導など、健常者を穏

やかな生活に導くためにも、幅広くかつ高度な知識と最先端の技術を理解する力、人間

愛に基づく実践力が要求されており、本学はこのような医療技術者を育成する。 

また、研究活動では医療界及び社会の変革は急速であり、その変革、発展に寄与でき

る研究課程に取り組み、優れた研究成果を挙げることにより、真理の探究と知の創造に

寄与する。更に、種々の社会活動に参画して、大学が保有する知的、物的資源を活用す

ることにより、地域を中心とする社会の発展に寄与する。 

 

 ３．本学の個性と特色 

  建学の精神「技術者たる前に良き人間たれ」に基盤を置き、人間性が豊かで高度な専

門能力を有する医療従事者を育成する。そのため本学では、「教育目標」として建学の精

神に示されている「人間性」に加え、グローバル化する社会の中で、外国人の患者や医

療スタッフとのコミュニケーション、外国語の資料を読解する必要性が増える中での「国

際性」、専門外の知識技術まで理解を深めることで自己の能力を高め、かつチーム医療と

いう環境の下、相互理解を深めるための「学際性」を身に付けさせることを「教育目標」

に下記のような、全人的な教育を行い今後の社会に貢献する、心豊かな信頼される人材
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育成を目指している。 

また、きめ細やかな教育、学生指導によって入学者それぞれに合わせた教育付加価値

及び人間性の育成を行なっている。 

(１)入学予定者に対し「基礎科目」(数学・物理・化学・生物・国語・英語)のオリジナルテ

キストを配布し、入学前の課題とした。また、入学直後に「基礎学力診断テスト」を行

い、平成 22(2010)年度までは本テストの結果及び希望者を対象として衛生技術学科は数

学・生物、放射線技術学科は数学、看護学科は国語・生物の補習授業を実施した。平成

23(2011)年度からは、全学科とも「基礎分野」のカリキュラムに「基礎数学」「基礎物理

学」「基礎化学」「基礎生物学」を選択科目として配し、「基礎学力診断テスト」の結果を

参考に履修指導を行っている。また、国語は新たに「アカデミック技法」として、全学

科の必修科目としている。 

(２)入学後保健科学部として 1泊 2日の新入生研修会(交流会)を行い、学生間、教員学生間、

卒業生とのコミュニケーションを行うと共に、将来目指す分野の仕事の内容について認

識を深める。 

(３)各学科各学年を 2クラスに分け、担任を複数付け、入学後の面談、3ヵ月後の中間試験

の結果における学生の大学教育に対する初期対応、生活様式の変化への対応、その後学

習、生活、精神面等についての状況把握と各種助言・支援活動を行う。 

(４)保護者懇談会を 2 年次と 4 年次に対し 4 月に実施し、それぞれ学生の専門教育が始ま

った段階での対応についてと、3年間の実績から最終学年への個々の対応について情報交

換を行う。 

(５)本学は二学期制をとり、学期終了後の試験成績に担任がコメントを記し、本人と保護者

に送付する。担任は保護者からの種々の質問についての窓口となる。 

(６)就職については、2年次からマナー、試験対策、面接対策等について講習会、模擬試験、

模擬面接等を実施し、目的分野への就職支援を行なう。 

(７)学生の科目についての質問に対しては、ガイダンス等で教員に積極的に質問をするよ

う、また教員がその姿勢で在る旨を話し、また教員も個別指導の重要性を認識し行動し

ている。 

(８)学生情報を事務局各課で一元的に共有できる学務システムを平成 22(2010)年度より 

導入した。これにより、入学資料請求やオープンキャンパス参加者情報に始まり、入学

試験受験者情報、入学者情報、在学中の学生情報、就職情報に至るまで一貫管理が可能 

になっている。 

  (９)学務システムの導入に合わせ、学生と教員が授業科目毎に Web を通じて双方向に学習

できる本学独自のポータルサイトを平成 22(2010)年度より開設した。授業支援の他に、

授業における各種希望調査、授業アンケート等にも活用が始まり大きな効果をあげてい

る。また、「お知らせ」は携帯メールにも配信されることから、学生への連絡ツールとし

ても活用されている。 

(10)各学科の会議は月一回以上行われ、学生の状況について情報交換が行なわれ、担任に加

えて、教科担当者からも情報提供され、学科教員が実情を知って学生の指導に同一方向

性を持って当たっている。 

(11)学生相談室を設け、専任の臨床心理士を配し、相談に応じ、担任と共に学生の修学への
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支援を行なう。 

(12)医療現場場面での英会話能力の向上を目指すため、医療現場で必要な英語を聴く力   

と話す力を育成する「英語Ⅴ」、「英語Ｖ」を基礎としてさらに幅広く医療、福祉、健康

の場面を想定したロールプレイを繰り返す「英語Ⅵ」を開講している。 

なお、平成 22(2010)年度にはカリキュラムの変更申請を行い、「英会話Ⅰ」「英会話Ⅱ」

及び「韓国語」「ポルトガル語」を平成 23(2011)年度から新たに開講する。 

(13)国際性を養うため、平成 23(2011)年 3月 9日～3月 22日(14日間)の日程で、ハワイ短

期留学(ハワイ大学システムズ カピオラニコミュニティーカレッジ)研修旅行を行った。

(参加 41人)また、平成 21(2009)年度には 8日間の日程でヨーロッパ研修旅行を行ってお

り(参加 18人)、今後もこの研修旅行と短期留学を毎年度に交替で実施する計画である。 

(14)近隣地域との連携を深め、地域への貢献活動を充実する活動を順次拡大している。平成

20(2008)年度より本学が所在する関市との協働事業で「せき健康の郷づくり事業」を行

っており、市内の住民の健康状態を改善するため本学の「生涯教育委員会」が中心とな

り、市内大型スーパー等の会場で来場者に対し、血圧測定、骨密度測定、血管年齢測定

等の各種検査を行っている。平成 22(2010)年度は 6回実施し、約 1,400人の来場があっ

た。 

(15)前身校の国際医学総合学院 12 年、岐阜医療技術短期大学 26 年から引き継ぐ建学の精

神に基づき教育を展開し、学生を輩出した過去の教育姿勢と実績を大切にし、新たな 4

年制大学として教育研究の場に踏み出した現在、さらに人間性に幅と深みを加え、社会

に貢献する学生の育成そして研究成果による社会への貢献を目指す姿勢を強くしていく

活動を行う。 

建学の精神に基づき、38年の教育研究の歴史を有する前身校では、真摯な教育姿勢と

丁寧な学生指導によって優秀な学生を輩出してきた。このことが評価され、例年全国各

地の病院をはじめとして、関連分野(公務員、医療福祉施設、検査センター、製薬会社、

医療機器メーカー等)にも就職し、優れた業務実績を挙げてきたところである。岐阜医療

科学大学では、これらの教育活動の成果を基盤として、さらに 4 年制大学の研究活動を

伴う中で、深い学問と専門知識・技能の教授を行い、更に高潔な人格の人材を育成、輩

出することで、社会から望まれる人材の供給を可能とする大学として行く。 

 



岐阜医療科学大学 

 - 4 - 

Ⅱ．沿革と現況 

 １．本学の沿革 

 昭和 40年 2月 学校法人江南自動車高等整備学校設置認可 

昭和 42年 2月 「学校法人神野学園」に寄付行為変更認可 

昭和 47年 12月 国際医学総合技術学院 臨床検査技師養成所として指定 

  (厚生省収医第 450号) 

昭和 48年 4月 国際医学総合技術学院開校 

  臨床検査技師科(入学定員 120人) 

同 年 9月 国際医学総合技術学院設置認可(岐指教総第 607号) 

昭和 49年 2月 診療放射線科設置認可(岐指教総第 1062号)(入学定員 40人) 

同 年 3月 診療放射線技師養成所として指定(厚生省収医第 95号) 

同 年 4月 診療放射線技師科開設(入学定員 40人) 

昭和 58年 1月 岐阜医療技術短期大学設置認可(文部省校大 1-10号) 

同 年 4月 岐阜医療技術短期大学開学(入学定員衛生技術学科 80人 

  診療放射線技術学科 80人) 

昭和 60年 3月 国際医学総合技術学院閉校(卒業生総数臨床検査技師科 1273人 

  診療放射線技師科 541人) 

平成 2年 12月 看護学科設置認可(校高第 8号) 

平成 3年 4月 看護学科開設(入学定員 60人) 

平成 6年 2月 衛生技術学科・診療放射線技術学科第 9回、看護学科 

  第１回卒業式挙行 

平成 10年 12月 専攻科地域看護学専攻・助産学専攻認可(地高第 3号) 

平成 11年 4月 専攻科地域看護学専攻・助産学専攻開設(入学定員各 20人) 

平成 12年 2月 専攻科地域看護学専攻・助産学専攻大学評価・学位授与機構認定 

  (学機構学第 272号) 

平成 15年 11月 創立 30周年記念式典挙行 

平成 17年 12月 岐阜医療科学大学設置認可(文部科学省 17文科高第 384号) 

  岐阜医療科学大学保健科学部放射線技術学科・看護学科 

  診療放射線技師養成学校・保健師看護師養成学校として指定 

  (文部科学省 17文科高第 586号) 

  
岐阜医療科学大学保健科学部衛生技術学科、授業科目内容が臨床

検査技師国家試験における指定科目に相当するものとして認可 

  (厚生労働省医政医発第 0331001号) 

平成 18年 3月 岐阜医療技術短期大学衛生技術学科・診療放射線技術学科・看護 

  学科募集停止 

同 年 4月 岐阜医療科学大学開学(入学定員保健科学部衛生技術学科 80人、 

  放射線技術学科 80人、看護学科 80人) 

同 年 4月 岐阜医療科学大学 第 1回 入学式 挙行 

  岐阜医療技術短期大学専攻科 第 7回 入学式 挙行 

同 年 6月 岐阜医療科学大学 開学記念式典挙行 
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平成 20年 4月 岐阜医療科学大学 第 3回 入学式 挙行 

  岐阜医療技術短期大学専攻科 第 10回 入学式 挙行 

平成 20年 10月 岐阜医療科学大学助産学専攻科助産師養成学校として指定 

  (文部科学省 20文科高第 553号) 

平成 21年 3月 岐阜医療技術短期大学閉校式典挙行 

平成 21年 4月 岐阜医療科学大学助産学専攻科開設(定員 20人) 

平成 22年 3月 岐阜医療科学大学 第 1回 学位授与式・修了証書授与式 挙行 

   
 

 ２．本学の現況 

 ①大学名 岐阜医療科学大学 

 ②所在地 岐阜県関市市平賀字長峰 795-1 

 ③学部構成                       

 学部・専攻 学科 

保健科学部 

衛生技術学科 

放射線技術学科 

看護学科 

助産学専攻科  
 

 ④学生数                        平成 23(2011)年 5月 1日現在 

 
学部・専攻 学 科 

入学 

定員 

収容 

定員 

在籍学生数 

1年次 2年次 3年次 4年次 合計 

保健科学部 

衛生技術学科 80 320 90 109 106 76 381 

放射線技術学科 80 320 111 113 86 82 392 

看護学科 80 320 97 98 103 82 380 

計 240 1,280 298 320 295 240 1,153 

助産学専攻科 20 20 18    18 

合計 260 1,300 316 320 295 240 1,171 
 

 ⑤教員数                     平成 23(2011)年 5月 1日現在 

 
学部・専攻 学科 

専任教員数 
計 助手 合計 

教授 准教授 講師 助教 

保健科学部 

衛生技術学科 8 1 7 2 18 1 19 

放射線技術学科 8 3 6 2 19 1 20 

看護学科 6 6 4 9 25 5 30 

計 22 10 17 13 62 7 69 

助産学専攻科 1 0 1 1 3 0 3 

合計 23 10 18 14 65 7 72 
 

 ⑥職員数 平成 23(2011)年 5月 1日現在 

 事務局 27人 
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Ⅲ．「基準」ごとの自己評価 

基準１．建学の精神・大学の基本理念及び使命・目的 

 基準１―１．建学の精神・大学の基本理念が学内外に示されていること。 

 (1)１－１の事実の説明(現状) 

 １－１－① 建学の精神・大学の基本理念が学内外に示されているか。 

  ・本学の建学の精神と「教育目標」である「人間性」「国際性」「学際性」を有する人材を

育成することは、以下の場で学内外に示している。 

①学校案内の学長挨拶文に、建学の精神を記載し、それを具体化する「教育目標」とし

て「人間性」、「国際性」、「学際性」を説明している。 

②本館入口、講堂ステージ、大会議室に建学の精神を掲示している。 

③学校説明会、学校見学会などの広報活動において担当教職員より説明している。 

④本学のホームページ(http://cms.u-gifu-ms.ac.jp/)の中に記載している。 

⑤大学紹介ビデオの中で説明している。 

⑥入学式、卒業式において学長式辞、及び理事長告辞の中で学生、保護者、教職員へ意

義を説明している。 

⑦入学式後のオリエンテーションにおいて、学部長、学生部長から学生、保護者に説明

している。 

⑧建学の精神と「教育目標」は学生便覧の冒頭に記載し、学生のオリエンテーションで

解説している。 

⑨学園教職員研修会等で理事長、学長より学内外に提示している。 

⑩保護者懇談会(2・4 年生対象、平成 23(2011)年 4/25～26 開催)において、学生(全員出

席)、保護者(出席率 2 年生 78.0％、4 年生 86.6％)に学長、学部長、学生部長より説明

している。 

 

 (2)１－１の自己評価 

  ・建学の精神は、入学式、卒業式、オリエンテーション、学園教職員研修会や保護者懇談

会及び学生便覧、ホームページ、学内掲示等の各種手段によって学生、保護者、教職員

そして外部に向けて公表を行ない周知されている。 

 

 (3)１－１の改善・向上方策(将来計画) 

  ・建学の精神の周知は、あらゆる場面を通して今後も継続して行い、建学の精神に基づく

「教育目標」の具現化について更なる努力を行っていく。また、建学の精神、「教育目標」

の周知について、学生や保護者とのきめ細かな交流、ホームページの改良、地域開催の

各種イベントへの積極的参加促進、公開講座の開講、自治体との各種場面での連携等を

強化し、実施していく。 

 

 基準１―２．大学の使命・目的が明確に定められ、かつ学内外に周知されていること。  

 (1)１－２の事実の説明(現状) 

 １－２－① 建学の精神・大学の基本理念を踏まえた、大学の使命・目的が明確に定められて

いるか。 
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  ア．大学の使命・目的は、建学の精神に基づき、本学「学則」第１条に「教育基本法及び

学校教育法に基づき、人間の尊重を基本として、豊かな人間性の涵養と保健医療に関す

る科学分野の教育研究を行い、学術文化の向上に寄与するとともに、地域社会において

広く活躍できる人材を育成することを目的とする。」と定めている。 

イ．本目的を達成するための「教育目標」として、建学の精神に示されている「人間性」、

グローバル化する社会の中で外国人の患者や医療スタッフとのコミュニケーション、外

国語の資料を読解する「国際性」、チーム医療において専門職種相互の理解を深める「学

際性」を掲げている。 

 

 １－２－② 大学の使命・目的が学生及び教職員に周知されているか。 

  ア．大学の使命・目的は、「学生便覧」の中で「学則」に掲載し全学生、教員に配布し周知

している。 

イ．学長は入学式、卒業式等での訓示において、大学の使命・目的について説明している。 

ウ．各学年の最初に開催されるガイダンスにおいて学長、学部長、学生部長より説明して

いる。 

エ．大学の使命・目的を達成するため、各学科の教育課程は、「基礎分野」、「専門基礎分野」、

「専門分野」で構成されている。特に「基礎分野」においては人間、社会、健康の幅広

い分野の理解、 コミュニケーション力、自主的学習姿勢を身につけることを目標とし

ている。さらに、医療人としての専門能力に加え、高い人間性を習得できるよう配慮し

ている。 

 

 １－２－③ 大学の使命・目的が学外に公表されているか。 

  ・本学の使命・目的は、大学案内、本学のホームページ、保護者懇談会等で学外に公表し

ている。 

 

 (2)１－２の自己評価 

  ・大学の使命・目的は明確に定められ、その周知に対する努力が行われている。平成 22(2010)

年度も、卒業生を多くの医療機関へ送り出すことができ、本学の使命・目的を達成する

ことができた。 

 

 (3)１－２の改善・向上方策(将来計画) 

  ア．本学の使命・目的の学内周知は行われているが、更に継続的に周知活動を行い、教育 

 目標の原点としての認識を深くしていく。 

イ．大学案内、ホームページ等の媒体に内容の工夫を加え、学外に対しより広く周知する

機会を多くする。 

 

 ［基準 1の自己評価］ 

  ・本学の建学の精神及び使命、目的は明確に定められ、ホームページ、入学案内、各種行

事において学内外に周知する努力が行われている。 
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 ［基準 1の改善・向上方策(将来計画)］ 

  ・本学の建学の精神及び使命・目的について、より社会に貢献する教育・研究体制の強化、

地域貢献の実施等、更なる具現化を行う中で、学内外への周知活動強化に努めていく。 
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基準２．教育研究組織 

 基準２―１．教育研究の基本的な組織(学部、学科、研究科、附属機関等)が、大学の使命・目

的を達成するための組織として適切に構成され、かつ、各組織相互の適切な関連

性が保たれていること。 

 (1)２－１の事実の説明(現状) 

 ２－１－① 教育研究上の目的を達成するために必要な学部、学科、研究科、附属機関等の教

育研究組織が、適切な規模、構成を有しているか。 

   ア．本学は、建学の精神に基づき昭和 48(1973)年に国際医学総合技術学院を開校し、その

後の社会情勢の変化と医療界からの要請に応じるため、岐阜医療技術短期大学を開学し

た。そして、人間性豊かな高度な専門能力を有する医療技術者の養成を目的として、平

成 18(2006)年 4 月岐阜医療科学大学として開学した。設置にあたっては、新たな学科等

の設置は行わず前身の岐阜医療技術短期大学における 3学科(衛生技術学科、診療放射線

技術学科、看護学科)を引き継ぎ、これらを保健科学という共通分野でまとめ１学部とし

た。その後、短期大学に引き続き、平成 21(2009)年 4月に助産学専攻科を開設し、現在、

図２－１－１「教育研究組織」のとおり 1学部 3学科、1専攻科で構成されている。 

図２－１－１「教育研究組織」 

 

イ．保健科学部 3学科においては、入学定員を 80人に設定しており、1学年を 2クラスに

分け、1クラスを複数の担任教員が受け持つ体制としている。また、助産学専攻科の入学
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定員は 20人である。本学開設時、看護師不足という社会的要請に応えるため、岐阜医療

技術短期大学時代の入学定員 60 人を 80 人に増員した。衛生技術学科、放射線技術学科

の入学定員は、岐阜医療技術短期大学から変更していない。また、助産学専攻科も短期

大学時の入学定員と同じ 20人である。 

ウ．収容定員、在籍人員等に関してはデータ編の表 F－4の通りであり、在籍学生総数／収

容定員は学部全体で 1.20 倍、各学科は 1.19 倍～1.23 倍であり適正な在籍人員となって

いる。ただ、助産学専攻科は開設以来、入学者数が入学定員を下回っているが増加傾向

にある。 

エ．教員数はデータ編の表 F－6の通りであり、設置基準上の必要専任教員数・教授数とも 

 各学科及び全学で満たしている。 

オ．本学の放射線技術学科、看護学科、助産学専攻科はそれぞれ診療放射線技師、看護師、

保健師、助産師の養成所として文部科学大臣から指定を受けている。このため、設置基

準上の必要教員数だけでなく、それぞれの養成所指定規則の中で、必要教員数、1クラス

の規模等が定められており表２－１－１のとおり満たしている。 

 

表２－１－１「指定規則に対する教員配置状況」(人) 

Ａ．放射線技術学科 
    

診療放射線技師、医師又はこれと同等以上

の学識経験を有する専任教員 
内 業務経験 5年以上の技師 

必要人員 教員数 充足状況 必要人員 教員数 充足状況 

9 12 +3 3 5 +2 

      
Ｂ．看護学科 

    

看護師の資格を有する専任教員 保健師の資格を有する専任教員 

必要人員 教員数 充足状況 必要人員 教員数 充足状況 

8 23 +15 3 10 +7 

      
Ｃ．助産学専攻科 

    

助産師の資格を有する専任教員 
   

必要人員 教員数 充足状況 
   

3 3 ±0  
   

      
   

Ｄ．衛生技術学科(※参考データ) 
   

臨床検査技師、医師又はこれと同等以上の

学識経験を有する専任教員 
内 業務経験 5年以上の技師 

必要人員 教員数 充足状況 必要人員 教員数 充足状況 

9  13 +4 3 7 +4 

※衛生技術学科は臨床検査技師養成所の指定を受けていないが参考として掲載。 
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  カ．本学では各学科とも病院実習をカリキュラムの中で実施する必要があり、この実習   

は少人数グループで編成している。実習機関の確保、効果的な実習指導の面からも各学

科・専攻科の規模を適正にする必要があり、これらを配慮したものとなっている。 

 

 

 

２－１－② 教育研究の基本的な組織(学部、学科、研究科、附属機関等)が教育研究上の目的

に照らして、それぞれ相互に適切な関連性を保っているか。 

  ア．本学設置の 3 学科については、人間性が豊かで高度な専門能力を有する医療技術者の

養成を目的とし、保健科学をキーワードとして有機的に保健科学部に統合している。こ

のため、基礎分野カリキュラムについては、3学科共通なものとし医療人としての基礎を

学ぶ体系となっている。  

イ．教育研究に関わる委員会として、「将来検討委員会」「自己点検・評価委員会」「FD・  

SD委員会」「学生委員会」「教務委員会」「教育・研究推進委員会」「国際交流委員会」 

  「生涯教育委員会」等を設置しているが、委員会構成員は各学科・専攻科から選出され 

  て審議を行っていて、相互に関連性を保っている。 

ウ．全学の情報処理教育の推進、パソコン利用環境の整備等のため各学科から選出された

委員による「教育 LAN(Local Area Network)運営委員会」(「情報処理センター」として

も機能)を設置している。 

 

 (2)２－１の自己評価 

  ア．本学の組織は建学の精神を基本として、「学則」第 1条に定める学校目的を達成するた

め保健科学をキーワードとして有機的に保健科学部に統合されている。また、規模は学

内教育及び学外での病院実習においても、教員のきめ細かい指導が行える体制となって

おり適正である。 

イ．専任教員数は大学設置基準及び看護師・保健師・助産師・診療放射線技師それぞれの

養成所指定規則に照らして満足している。また、衛生技術学科についても、臨床検査技

師養成所指定規則に習い運営している。 

ウ．各学科・専攻科の教育研究上の連携についても、各種委員会を通じた議論や情報交換

の中で行っている。 

 

 (3)２－１の改善・向上方策(将来計画) 

  ・本学は保健科学系の単科大学として各学科・専攻科が適正に構成され、かつそれぞれが

相互に適切な連携をはかっている。また、本学の前身である国際医学総合技術学院、岐

阜医療技術短期大学から受け継がれている学生に対するきめ細かな指導を行っていく上

で、教員数、学生数とも適正な規模を有している。 

今後も、更に教育目的を達成するため、「教授会」及び各種委員会等の活動を活発化し、

全学の連携を図っていく。 

 

 基準２―２．人間形成のための教養教育が十分できるような組織上の措置がとられていること。  

 (1)２－２の事実の説明(現状) 

 ２－２－① 教養教育が十分できるような組織上の措置がとられているか。 
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  ア.本学ではカリキュラム変更を行う場合、文部科学省大学設置室への「学則」変更の届出

とともに、文部科学省医学教育課に対し看護師・保健師及び診療放射線技師指定養成所

学校として「学則」(教育課程)の変更承認申請を前年 8月までに行う必要があり、また臨

床検査技師養成課程については、厚生労働省に対し授業科目が国家試験受験資格に合致

しているか協議書を提出する必要があるため、「専門科目」及び「専門基礎科目」変更の

自由度は少ない。 

このような中、大学設置後 4年間のアフターケア期間が終了した後の平成 22(2010)年

度に、特に基礎科目を中心としたカリキュラムの見直し、改正の変更承認申請を行うべ

く検討を続けてきた。教養教育についての意見交換をするため、教養教育担当教員は開

学初年度より会合を持ち教養教育のあり方について議論を続けた。平成 21(2009)年度よ

り学部長を長とする「新カリキュラム検討プロジェクト」が編成(各学科 2人、教養科目

担当教授 2人含む)され、教養及び専門との関連等を議論した。この結果、平成 22(2010)

年度に文部科学省に変更承認申請を、厚生労働省に協議書を提出し承認許可された。 

 イ．この基礎分野課程の変更においては、本学の教育理念である「人間性」、「国際性」、「学

際性」をより一層具現化するため、各学科共通科目の基に下記変更を行った。 

①人文科学、社会科学に関しては、できる限りスリム化して専任教員が担えるスタンダ

ードな科目を中心に再編成した。 

②自然科学に関しては専門基礎へのスムーズな移行が出来るよう学力の底上げを目的   

として「基礎数学」「基礎物理学」「基礎化学」「基礎生物学」を専門基礎科目から基礎

科目に移行した。 

③外国語に関して実用的な「英会話Ⅰ・Ⅱ」を設け、更に「ポルトガル語」、「韓国語」

を新たに設けた。 

④健康と保健科学に関しては新たに「チーム医療論」、「体育実技」を設けた。 

  このように、教養教育の充実において組織的連携を図っている。 

 ２－２－② 教養教育の運営上の責任体制が確立されているか。 

  ア．新カリキュラムの検討にあたっては学部長を長とする「新カリキュラム検討プロジェ

クト」が主導となり、各学科教養教員の意見を十分に汲み上げてまとめ、「教授会」で審

議を行った。 

イ．カリキュラム編成等日常の教養教育運営にあたっては、「教務委員会」が担当して各学

科を調整し「教授会」に上申しており運営上の責任体制は確立されている。 

 

 (2)２－２の自己評価 

  ア．教養教育の充実化への意識は強く、学部長を中心として教養担当の教員と専門教育の

担当教員間での十分な調整の中で、今回の改定が進められ「教授会」に上申されており、

責任体制は確立している。 

イ．教養教育担当教員は、各学科に所属しているが、各「学科会議」を通して全学的な意

見の交換は行われている。 

 

 (3)２－２改善・向上方策(将来計画) 

  ア．平成 23(2011)年度より新たに「教育支援センター」を設置した。センター員は各学科



岐阜医療科学大学 

 - 13 - 

の基礎分野の教員及び専門分野における国家試験対策関係の教員となっており、活動内

容としては、基礎教育の充実、国家試験対策教育の充実を目指している。 

イ．「教育支援センター」の施設設置も検討中であり、常時学生が相談でき、指導が受けら

れる環境整備を行う計画である。今後は、「教育支援センター」を中心に学生及び社会の

要請にあった教養教育体制について充実を図っていく。 

 

 基準２―３．教育方針等を形成する組織と意思決定過程が、大学の使命・目的及び学生の要求

に対応できるよう整備され、十分に機能していること。 

 (1)２－３の事実の説明(現状) 

 ２－３－① 教育研究に関わる学内意思決定機関の組織が適切に整備されているか。 

  ア．本学は原則として月 1 回、学長をはじめ、本学に所属する教授及び事務局長で構成さ

れる「教授会」を開催し大学全体の意思決定を行っている。「教授会」で決定された内容

は「学科会議」、各種委員会を通じ教職員に周知、実行される。また、「学科会議」、各種

委員会で議論された事項は、「教授会」で審議され決定される。 

イ．学長、学部長、各部科館長そして事務部門の各課長を含めた「部科長会」を原則月 1

回開催し、教員と事務員の間で、業務遂行及び運営検討、議論を行なっている。 

ウ．3 学科及び専攻科では「学科会議」を月 1 回以上開催し、学生の状況把握、指導につ

いての議論及び学科個々の問題について検討し学科運営を行なっている。 

エ．「将来検討委員会」をはじめとする 21 の委員会には 3 学科及び専攻科より選任された

委員が参加しており、学科の状況が委員会での議論に反映されている。委員会で議論さ

れた内容は「教授会」、「部科長会」、「学科会議」で報告される。 

オ．各種委員会は各学科、専攻科、事務職員で構成され、委員会議論の内容は「教授会」、

「学科会議」等で報告され、検討が必要な事項は「教授会」において議論決定を経て実

行に移される。 

 

 ２－３－② 教育研究に関わる学内意思決定機関の組織が大学の使命・目的及び学生の要 求

に対応できるよう十分に機能しているか。 

  ア．各学科に所属する教員の全員参加による「学科会議」を月 1 回以上開催し、学生の修

学状況等の情報交換と指導、教育研究そして運営に関する事項等を議論、「教授会」へ上

申している。細部に亘る情報交換によりきめ細かな学生指導につなげている。 

イ．学生の要望については担任との接触、授業評価アンケート、学生生活アンケート等を

通して常に汲み上げ「学科会議」、「学生委員会」等の各種委員会、「教授会」で検討し対

応している。 

ウ．教学の将来的な方向を検討する「将来検討委員会」において、本学の使命、学習者の

要求等を勘案しながら将来検討を行っている。 

エ．「教授会」は平成 22(2010)年度「定例」と「臨時」を合わせて 24 回開催され、「教授

会」に提出された教育研究に関する事項の審議決定がなされ、また各種委員会の審議状

況の報告がなされている。 

オ．「部科長会」は平成 22(2010)年度 11回開催され、各部署がコンセンサスを持って学校 

 行事を遂行する役目をはたしている。 



岐阜医療科学大学 

 - 14 - 

カ．各種委員会は適宜開催され、学長及び各委員長、委員から付議された事項の審議を行

っている。また、各学科から選出、任命された教員が委員として参画しており、問題点 

 や各学科の要望について十分審議し、全学的な方向の調整をしながら進めている。 

 

 (2)２－３の自己評価 

  ア．「学則」並びに「教授会規程」に定められる教学に関する事項は、「教授会」で審議、

決定されている。また、規程外であっても全学にとり重要な事項については、「教授会」

で審議、決定されている。 

イ．学生の要求については、担任、「授業評価アンケート」、「学生生活アンケート」、を通

じて「学科会議」、「学生委員会」で検討し、重要な事項は「教授会」へ上申され対応し

ている。 

ウ．各種委員会は各学科教員、事務員より選出され、それぞれの委員会の立場から教学 

 に関わる事項に対応している。 

 

 (3)２－３改善・向上方策(将来計画) 

  ア．各教員が学長の方針の下、学校運営に参画し、教育研究の充実、学生の満足度の向上、

理念にある項目を身に付けた学生の輩出に向けて、協力して努力を継続する。 

イ．各学科における新たな課題について、学科のみならず学科間での連絡、議論を密に行 

 っていく。 

 ［基準２の自己評価] 

  ア．本学の教育研究上の目的を達成するために必要な学部、学科、専攻科等の教育研究組

織は適切な規模、構成を有している。大学設置基準のみならず、看護師、保健師、助産

師、診療放射線技師、臨床検査技師養成に関しては各養成所指定規則に則り、また病院

実習等を効果的に行うため学生規模、教員数は適正である。 

イ．各学科は保健科学部として有機的に連携され、各種委員会、「教授会」を通じて相互に

関連性を保っている。 

ウ．教学に関する意思決定は、「学科会議」、各種委員会、「部科長会」で審議、「教授会」

に上申され、また、「授業評価アンケート」や担任との日々の接触等により学生の要求に

対応している。 

  

 ［基準２の改善・向上方策(将来計画)] 

  ・医療技術は日々進歩しており、医療技術をとりまく環境も急速に変化している。また、

学生の意識も年々変化してきている。人間性豊かな高度な専門能力を有する医療技術者

育成のためには、環境や学生にあわせ常に学校も進歩していく必要がある。このような

観点から、環境整備を進めるとともに、本学の最大の特徴であるきめ細かい学生指導の

充実に向け、学生の力と意欲を把握して適切な対応を行い、「将来検討委員会」、「自己点

検・評価委員会」、「FD・SD委員会」、「教授会」で本学の教育研究組織を見直していく。 
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基準３．教育課程 

 基準３―１．教育目的が教育課程や教育方法等に十分反映されていること。 

 (1)３－１の事実の説明(現状) 

 ３－１－① 建学の精神・大学の基本理念及び学生のニーズや社会的需要に基づき、学部、学

科又は課程、研究科又は専攻ごとの教育目的が設定され、学則等に定められ、か

つ公表されているか。 

  ■本学全体 

  ・学部及び専攻科の教育目的は、建学の精神、「教育目標」に沿って定められており、下記

の通りである。教育目的は各学科のシラバス表紙裏に記載されており、また本学ホーム

ページで公表している。 

  ■保健科学部 衛生技術学科 

  ア．生命を守る医療現場の一員としての自覚を持ち、臨床検査のスペシャリストとして必

要な知識、技能、人間性を育む。 

イ．検査を受ける人の気持ちが理解できる臨床検査技師を育成する。 

ウ．医療現場での実践を通じて、臨床検査の立場からチーム医療ができる技量と自覚を身

につける。 

  ■保健科学部 放射線技術学科 

  ア．保健科学を通して豊かな感性と確かな知性を育み、放射線医療における倫理性と独創

性を持って、人間に対する包括的な理解を深める。 

イ．幅広い理数系の基礎的知識と高度な医学的知識を背景に、医療における放射線分野の

専門技術を習得する。 

ウ．質の高い医療を目指し、目的を達成する強い意志と理工学の技術を医療に応用する実

践力を養い、チーム医療に必要な対話能力ならびに自主性を育成する。 

  ■保健科学部 看護学科 

  ア．人間愛と倫理観に基づき、看護を創造的に実践できる力を育成する。 

イ．高度な看護知識･技術と国際感覚を身につけ、社会に貢献できる専門職者を育成する。 

ウ．医療現場での状況に応じた判断能力および管理能力を備え、保健医療福祉分野の連携

における指導能力を育成する。 

  ■助産学専攻科 

  ア．人間性豊かで対象の生命・人格を尊重できる誠実な助産師を育成する。 

イ．母子の社会環境の変化や、産科医療の高度化並びに助産ケアの多様化に対応できる知

識と技術を身につける。 

ウ．きめ細かい助産活動が展開でき、母子保健の向上に寄与できる人材を育成する。 

 

 ３－１－② 教育目的の達成のために、課程別の教育課程の編成方針が適切に設定されている

か。 

  ■本学全体 

  ア．本学の放射線技術学科、看護学科、助産学専攻科はそれぞれ診療放射線技師、看護師、
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保健師、助産師養成学校として文部科学省より指定を受けている。このため、各養成所

指定規則により、必要な教育課程、単位が定められおり、これが基本教育課程となって

いる。また、衛生技術学科については、4 年制大学は養成所として指定されないため、臨

床検査技師国家試験受験資格要件に合致するよう指定養成所規則に沿ってカリキュラム

編成を行っている。 

イ．各学科では食品衛生管理者、放射線取扱主任者、養護教諭Ⅱ種等の資格取得を進めて

おり、このような資格の取得要件に合わせた教育科目を設定している。 

ウ．国家資格取得のための必要教育科目を中心に、「基礎分野」から「専門基礎分野」、「専

門分野」につながる一貫性をもたせた教育課程の編成方針となっている。 

  ■保健科学部 衛生技術学科 

  ・衛生技術学科では臨床検査技師育成のため、「基礎分野」、「専門基礎分野」および「専門

分野」へと一貫性を持たせた教育を行うカリキュラム編成である。 

①「基礎分野」では医療現場で生命を守る一員としてより高い倫理感や臨床検査を受け

る人の気持ちが理解できる豊かな人間性を育むための科目が編成されている。 

②「専門基礎分野」では医療従事者への目的意識を自覚させ、専門科目へと段階的に連

なるカリキュラムの編成になっている。生命および人体に関連する基礎的な内容の科

目を配置し、それに伴う学内実習を開講する。 

③「専門分野」では将来臨床検査技師として従事していくための専門科目を配置し、臨

床検査のスペシャリストとしての知識や技能を修得できる編成になっている。また、

医療現場における危機管理の科目や、最新の検査方法などについての特別講義も配置

し、臨床検査技師としての業務に対する心構えを育成する科目内容になっている。 

④臨床検査技師に必要な教育を終えたあとには、2 ヶ月間の「臨地実習」を実施し、こ

れまでの知識、技術を実際の臨床の現場で活用することで、実践的な技術や知識の修

得と確認を行う。また、医療の現場での医療チームの一員としての自覚と責任感を認

識させるための科目編成になっている。 

⑤臨床検査のスペシャリストとして最新の検査方法などの知識も必要であることから、

臨床検査の現場指導者による科目も編成している。また、臨床検査の現場では臨床検

査技師としての危機管理も必要とされていることから、「検査リスクマネージメント」

の科目を配置し、業務に対する心構えを育成する科目内容になっている。 

  ■保健科学部 放射線技術学科 

  ・放射線技術学科においては教育目的を達成するために、教育課程の編成方針は下記の通

りに行っている。 

①「基礎分野」、「専門基礎分野」、「専門分野」の科目に対して 4 年一貫教育をめざした

カリキュラム編成を行い、それぞれが系統的に学習できるようバランス良く配置して

いる。 

②「基礎分野」においては、個性を備え、豊かな人間性を有する知識人を育成するため

の授業科目を開設し、医療人としての倫理観やコミュニケーション能力の向上に向け

た教育に力を入れている。 

③「専門基礎分野」においては、診療放射線技師として必要な科学的知識を修得するた

めに、人体の構造と機能を始め、自然科学の高度な現象を理解するための授業科目を
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開設している。 

④「専門科目」においては、放射線に関する専門的な知識と高次元の医療技術をマスタ

ーすることを目的に、画像技術・核医学・放射線治療等に関する具体的な講義および

学内実習を行っている。 

⑤臨床実習においては、診療放射線技師としての実践的な教育を行い、高度な専門性に

裏付けされた技能と総合的かつ自主的判断力を養う。また、医療の現場で重要視され

ている、医師およびコメディカルによるチーム医療の中で、他職種との役割分担と有

機的な連携ができる人材が育成できるように設定している。 

  ■保健科学部 看護学科 

  ・看護学科では、前掲の教育目的を達成するために、厚生労働省における看護師、保健師

養成指定規則に基づき専門科目の充実をはかると同時に、文部科学省における大学設置

基準並びに学校教育法に即した教育目的を達成するために以下のように 4 年間の教育課

程を編成し展開している。 

①1・2 年次においては人間、社会、健康の幅広い分野の理解を深め、コミュニケーショ

ン力、自主的学習姿勢を育成するために、社会人として必要となる「基礎セミナー」、

「社会慣習・マナー技法」、「情報処理入門」等の科目を開設している。 

②看護の対象者である「ひと」を健康、環境、人間として統合的にとらえられるように

早期より自然、社会、文化に触れ、個人・家族・集団の中で個々人がこの世の中に生

を受け、人生を歩み生活している対象者であることを理解できるよう、「ふれあい実

習」、「家族援助概論」等の科目を開設している。 

③3，4 年次においては看護の専門性を対象、場を考えながら、各領域で学びを深めるた

めに、専門科目である「女性の健康看護学概論」、「周産期看護学」、「母性看護学実習」

等、各領域での概論、臨床看護等を開設し、実習を含む 87 単位中 81 単位(「ターミナ

ルケア論」、「英語文献購読」、「漢方セミナー」、「国際看護論」を除く)のすべてを必修

科目としている。これらの科目を修得することにより、看護師および保健師国家試験

受験資格取得を可能とする。 

  ■助産学専攻科 

  ・助産師は医業分業の中では、ローリスク妊産褥婦と新生児、産科医師はハイリスクと分

業されている。また、医療法により「開業権」を有する。そのため、教育課程は実践を

中心に自立した助産師育成ができるような教育課程としている。修業年限 1 年、修了要

件は 35 単位以上である。教育課程は 3 領域で構成している。「助産学実践領域」24 単位

を中心とし、その基盤となる知識を「助産学基礎領域」7 単位、「助産関連領域」4 単位

で構築した。 

 

 ３－１－③ 教育目的が教育方法等に十分反映されているか。 

  ■保健科学部 衛生技術学科 

  ア．「基礎分野」では倫理感や人間性を育むため、「生命倫理学」を必須とし、人文科学、

社会科学やコミュニケーションの分野に幾つかの選択科目を配することで、学生が主体

的に科目履修をし、これらの科目を受講することで検査を受ける人の気持ちを理解でき

る臨床検査技師の育成を行っている。 
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イ．「専門基礎分野」では体内の構造や機能など基礎的な知識や分析技術に関連する科目を

配置しており、専門科目を通じて臨床検査の知識と技能を修得するための一貫性のある

教育を行っている。 

ウ．「専門分野」では臨床検査に特化した講義や実習だけでなく、演習を配置することで臨

床検査のスペシャリストとしての知識、技能を育成している。小人数制のグループ実習

とすることにより互いに討議し協同で実験を進めることで協調性や自主性を育成してい

る。 

エ．4 年生では国家試験対策として月 1 回の国家試験形式の模擬試験（合計 11 回）が実施

される。模擬試験の成績不良者に対しては教員による補講を実施して理解させるよう努

めている。また、4 年生全員を対象とした国家試験対策のための補講も行い全員合格を目

指している。授業時間外においては一部の教室を開放し学生が自ら国家試験勉強できる

ような環境作りを図っている。 

オ．4 年次の「臨地実習」では学内実習から学んだ技術を基本として 2 ヶ月間の長期間に

わたり 1～2 人の尐人数で実習が行われ、臨床現場での実践的な技術や知識の修得を行う

場となっている。実習期間中は教員が施設を巡回して実習担当者から実習の様子を伺う

とともに直接学生の指導も行っている。また、医療チームの一員としての自覚を身に付

けさせている。 

カ．最新技術とリスク管理の対応への科目を配置し、臨床検査の指導者から話をきくこと

により医療現場の一員として、また臨床検査のスペシャリストとしての自覚を持たせて

いる。 

  ■保健科学部 放射線技術学科 

  ア．放射線技術学科として重要な理数系科目においては、「基礎学力テスト」を基に学力別

にクラスを分け、出発点は異なるが到達点が同じになるように授業を進めている。 

イ．「基礎セミナー」は 15 人の教員が 6、7 人の学生を担当してセミナー形式で、多面的な

知的トレーニングを行い、真理探究の方法と面白さを学び、結果を報告・発表する自立

学習・コミュニケーション能力の育成を図っている。 

ウ．「専門基礎分野」の科目は、国家試験に直接関係しているとともに「専門分野」を理解

するために重要であるため、それら科目の実習や演習に力をいれている。講義で説明し

た内容を具体的に教授するため資料等を配布し、学生自ら実践することで内容を理解す

るよう努めている。 

エ．「専門分野」については国家試験を念頭に置いて講義しており、早い時期から自分の実

力を知った上で問題意識を持ち，積極的な「自学・自習姿勢」ができるよう指導してい

る。 

オ．国家試験の対策として、全 9 回の「総合放射線総合演習模擬試験」を実施し、また正

規の 3 倍近い約 170 コマの習熟度別の対策授業で学生個人の実力を養成している。一方、

担任との面談等を通して、動機付けと勉強方法を確認・指導することで生活面でのサポ

ートも重視している。その上で、学内に自習の時間と場所を確保し、教員に対する質問

しやすい環境を整えることで合格者数の増加を図っている。 

カ．10 週間にわたる「臨床実習」では、講義や学内実習で勉学した内容を臨床現場におい

て検証するとともに、放射線業務を体験することで講義内容を理解し、専門職における
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モチベーションを向上させるように取り組んでいる。実習期間中は専任教員が担当の実

習指定病院を巡回し、技師長始め臨床実習指導者から学生の実習の様子を聞いた上で、

学生に直接指導し臨床実習の効率向上に務めている。 

  ■保健科学部 看護学科 

  ア．看護学科では対象を総合的に理解するために様々な年齢、ライフステージ、健康レベ

ルにある人々とふれあう「ふれあい実習」を実施している。また、専門科目においては、

各領域において講義、演習、実習を組入れることにより、実践過程における状況に応じ

た適切な判断能力と管理能力さらにはチーム医療の連携での指導力を備えた人材を育成

するよう工夫している。 

イ．講義科目については双方向の授業を取り入れ、またパワーポイントや DVD の使用、レ

ジュメの活用、小テストを行うなど、教育効果を上げるために様々な方法をとっている。 

ウ．学内で行う演習では領域により、実習先の病院から指導者を派遣してもらい、教員と

共に学生の教育にあたっている。このような教育方法については学生からも臨床側から

も評価を得ている。 

エ．「臨地実習」に関しては「臨地実習」前に領域を超えて一斉ガイダンスを実施し、また

領域毎にも 1～2 コマを充当して行っている。また、それぞれの領域に分かれた「臨地実

習」開始直近には各領域のグループごとに詳細なガイダンスを行っている。 

オ．これらの教育方法に関しては、学生による授業アンケート結果をもとに、領域単位お

よび個々人の教員が授業改善を行うように努力し、学生に分かる授業を目指して教育技

法を工夫している。 

カ．4 年生の看護師および保健師国家試験受験を成功させるべく、合計 10 回の模擬試験を

実施した。12 月末にはその結果を保護者に送付し実態を把握してもらった。学生個々が

主体的に学習に取組むよう大学(教員)および家庭(保護者)の双方からの働きかけを強化し

た。 

  ■助産学専攻科 

  ア．「社会環境の変化や、医療の高度化並びに対象のニーズの多様化に対応できる知識と技

術を身につける」の「教育目標」については、授業科目についての研究者、エキスパー

ト、インストラクターなど対象のあらゆるニーズに対応できるようにしている。また、「助

産学実践領域」の授業は、必ず演習を入れ、臨地で活用できるよう考えている。さらに、

最先端医療は特別講義として、その領域の認定医に講義を受けている。 

イ．「人間性豊かなきめ細かい助産活動が展開でき、母子保健の向上に寄与できる人材を育

成する」「助産学実習」では、入院から退院後の 1 週間健診までを一例の基準としている。

また、分娩介助 10 例中１例は、妊娠中から産後 1 カ月まで継続して母子のケアを実践で

きるようにしている。この 1 例は家庭訪問をし、地域における母子の保健指導と育児支

援をしている。 

 (2)３－１の自己評価 

  ■本学全体 

  ・各学科、専攻科の教育目的は、建学の精神、「教育目標」に沿って定められ公表されてい

る。この教育目的は、各学科、専攻科における国家資格取得のための必要科目をベース

として、各教育課程の編成方針や教育方法に反映されている。 
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  ■保健科学部 衛生技術学科 

  ・臨床検査技師としての知識および技術習得のため、「専門基礎分野」で基礎的な知識や技

術を身に付けることが出来るような講義や実習を行うことにより専門性への適切な指導

を行っている。実習では尐人数制とし、実習後のレポートにより技術の習得のための適

切な指導が行われている。また、3 年生から 4 年生では演習により検査における専門性

と応用力の育成のみでなく、国家試験の対策にも反映され、高い合格率を得ることがで

きた。4 年次での「臨地実習」では担当施設の実習指導と教員の巡廻指導により、臨床検

査のスペシャリストとしての技量と自覚を身につける教育がなされている。 

  ■保健科学部 放射線技術学科 

  ・人間性の向上を計るために重要な教養科目は順調に進めることができた。特に多面的な

知的トレーニングを行い、真理探究の方法と面白さを学び、結果を報告・発表する自立

学習・コミュニケーション能力の育成が出来た。「専門基礎分野」、「専門分野」では診療

放射線技師としての学識を広めることができ、それが国家試験の高い合格率に繋がった。

「臨床実習」においては、講義や学内実習で勉学した内容を臨床現場において検証する

とともに放射線業務を体験することができ、学生の職業意識の向上において非常に有益

であった。以上のことから、教育目的を達成するために充分な教育課程が編成されてい

る。 

  ■保健科学部 看護学科 

  ア．「基礎分野」、「専門基礎分野」で基盤をつくり、「専門分野」の講義、演習そして「臨

地実習」へと「教育目標」達成を目指して展開している。平成 22(2010)年度の国家試験

の合格率は 100％であり、「教育目標」を達成することができた。 

イ．新カリキュラムと旧カリキュラムが同時に進行しているため、科目編成の順序性と教

員の重複を避ける工夫などが行えた。しかし、各教科目の単位数に準じたコマ数確保に

よる時間割上の調整困難が見られた。幸いにもその影響が学生の思考能力と理解度困難

を示唆する状況には至らなかった。それは、各専門科目担当教員の創意･工夫による講義

展開や演習･臨地実習における適切な指導により、補足できたものと評価した。 

ウ．「臨地実習」指導評価については領域ごと並びに病院・施設ごとの打合せにより、より

よい実習指導を目指した意見交換が頻繁に行われた。「臨地実習」の中間報告会では、実

習指導体制のあり方や本学の実習課題などを含めて教員側と施設側との情報交換が行わ

れ、今後に向けての共有性が示唆された。一方、教員側の実習指導体制や姿勢について

は、実習施設との関係性が取れ始めたので、今後は課題解決に向けて、学科と各施設と

で継続して実習指導体制作りを行う必要性が合意された。 

  ■助産学専攻科 

  ア．教育目的の達成に向けて、養成所指定規則を中心に、専門職業人を養成する教育課程

を編成している。 

イ．教育方法は、臨地との乖離を最尐にするよう実習施設から専門性を持つ助産師の講義

や演習を組み入れた。また、国家試験の出題傾向として事例問題が多くなっているため、

助産学実習前に技術演習、ペーパーシュミレーションによる個人指導を行い、教育目的

の達成に効果があった。 
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 (3)３－１の改善・向上方策(将来計画) 

  ■保健科学部 衛生技術学科 

  ア．現在のカリキュラムの内容を学科内で検討して 23(2011)年度入学生より新カリキュラ

ムをスタートした。当面は新カリキュラムが適切であるかを検証していく。 

イ．現在、病院ではチーム医療が話題になっていることから、新カリキュラムでは他の学

科と連携してチーム医療に関連する科目も編成している。 

ウ．進級要件においては、特に 1 年次から 2 年次の進級要件が設定されていないため、新

たに進級要件を設定した。 

  ■保健科学部 放射線技術学科 

  ア．現在までに問題となったことを整理し検討することで、教育目的に沿って教育方法が

適切に行われているかを検証していく。 

イ．選択科目数と配置科目、受講率の向上、早期から自覚を高めることなど、これらの点

を含め、さらなる問題点を見出し、学科で充分時間をかけて検討し、改善することでよ

り良いカリキュラムを編成していく。 

  ■保健科学部 看護学科 

  ア．平成 23(2011)年度は、旧カリキュラムと新カリキュラムが同時に進行しているため、

双方の教育課程において適正かつ学習効果の挙がる教育方法を展開し、教育目的を達成

する必要がある。そのために各専門領域の看護学担当教員が日々の講義・演習・実習展

開の教育方法を創意･工夫することを重点課題とし、取り組んでいく。 

イ．学生個々の教育到達レベルを把握するための各専門領域での評価基準を明文化し、教

員間での相互評価を行う。(平成 21(2009)年度からの継続) 

ウ．教員の資質向上を図り、よりよい教育を学生に提供するために、①専門教員による実

習指導レベルアップのための「教育検討会」の開催、②「実習指導者講習会」(実習指導

者とともに実習指導に関する学習会を計画)開催、③新たな実習施設の開拓 ④専門領域

を超えた教員間の授業参観と評価を行うことで、学生への理解度を深める工夫を検討す

る。 

  ■助産学専攻科 

  ア．入学時では学生の母性看護学技術到達度や協調性に差があるため、4 月当初より学生の

学習に対する意欲を高め、人間性を養えるような授業方法の工夫を行う。 

イ．入学時に看護学専門科目の「専門科目学力試験」を実施して個人を把握し、対策を立

てて指導する。また、演習はグループで行うことを多くし、協調性を養う。 

ウ．「助産学概論」の授業では、助産師の専門性、職業倫理を重点に講義する。 

エ．入学時のオリエンテーションの方法を改善し、初日から学生間、教員との交流がとれ

るようにする。また、入学後速やかに個人面接をし、学生生活に対する不安を解消する。

それにより、精神的余裕ができ周囲に対する配慮と自己を高める意識を持たせる。 

オ．養成所指定規則の改正により、助産診断技術学 6 単位→8 単位、助産管理 1 単位→2

単位、臨地実習 9 単位→11 単位となり、合計 23 単位→28 単位となる。当科の教育課程

の変更は、指定規則以外に選択科目の「カウンセリング論」を閉講し、「英語講読」を予

定している。なぜなら、本学の「教育目標」である「学際性」ならびに当科の教育目的

にある「産科医療の高度化」「助産ケアの多様化に対応」できることを考慮したからであ
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る。それにより、修了要件は 35 単位→36 単位を考えている。 

 基準３―２．教育課程の編成方針に即して、体系的かつ適切に教育課程が設定されていること。 

 (1)３－２の事実の説明(現状) 

 ３－２－① 教育課程が体系的に編成され、その内容が適切であるか。 

  ■本学全体 

  ア．図３－２－１「カリキュラム構成概念図」にあるように、3 学科共通した教育コンセプ

トのもとに「人間性」、「国際性」、「学際性」を養うため、授業科目の区分を「基礎分野」、

「専門基礎分野」、「専門分野」、「専門分野(総合科目)」に 4 分し、次のように編成してい

る。 

①「基礎分野」では人間、社会、健康の幅広い分野の理解、コミュニケーション力、自

主的学習姿勢を身に付けることを目指す。 

②「専門基礎分野」では専門科目に臨むための基礎的、科学的な知識・技術を身に付け

ることを目的とする。 

③「専門分野」では専門科目の知識と実践能力と、チーム医療のノウハウを身に付ける。 

④「専門分野(総合科目)」では科目横断的理解と実践力、探究心と問題解決姿勢、専門関

連分野の理解を深めることを目的として科目設定を行っている。 

イ．「人間性」、「学際性」を持った医療技術者育成のため、医療分野のみでなく人文・社会

科学等の幅広い知識を有してさらに「専門基礎分野」、「専門分野」を履修し、最後に分

野横断的な展開が出来る力の育成を目指して科目の編成をしている。 

ウ．「国際性」については、開学当初「英語Ⅰ～Ⅵ(Ⅴ、Ⅵは医療場面での英会話)」、「ドイ

ツ語」、「中国語」、「国際医療保健概論」を開設したが、「国際性」を育む科目を充実させ

るため、平成 23(2011)年度より英語科目を「基礎英語」、「英語Ⅰ」、「英語Ⅱ」、「医療英

語」、「英会話Ⅰ(初級)」、「英会話Ⅱ(中級)」に再編成し、その他の語学として「韓国語」、

「ポルトガル語」を新たに開講した。 

図３－２－１「カリキュラム構成概念図」 
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エ．基準 3-1-②項で説明したとおり、本学は放射線技術学科、看護学科、助産学専攻科に

おけるそれぞれの国家資格技術者の養成校として文部科学省から指定を受け、また衛生

技術学科は臨床検査技師国家試験受験資格要件を基本として指定規則に沿った教育科目

を展開しており、法令により必要教育課程及び単位数が定められている。このため、こ

の必要教育課程を基本とし、更に「教育目標」、教育目的を達成するための教育課程を設

定している。 

オ．学科の「専門基礎分野」、「専門分野」の科目は、「教育目標」に基づき学科長、教務担

当教員が中心となり、「学科会議」で検討している。 

  ■保健科学部 衛生技術学科 

  ア．衛生技術学科の教育課程は、臨床検査技師養成に関わる指定規則に則った諸科目を主

軸として関連科目を加えて体系的に編成している。 

イ．1 年生では「基礎分野」として人間形成、自己形成のための教養科目に専門を理解する

ための「専門基礎分野」の科目が加わっている。 

ウ．2 年次では「専門基礎分野」の科目に「専門分野」の科目が加わり、前期では 1 年生

で履修した科目の実習、後期には「専門分野」の科目の実習が行われている。 

エ．3 年次では「専門分野」の科目の講義と実習および演習から編成されている。 

オ．4 年次では「臨地実習」を始めとした総合的な科目が主体となる。 

カ．初期の人間形成、自己形成から段階的に「基礎分野」から「専門分野」へと積み上げ

ていくことで理解しやすい体系的なカリキュラムとなっている。 

キ．「基礎分野」の人文科学、社会科学およびコミュニュケーションは 4 年生まで受講可能

とし、人間形成、自己形成にも考慮したカリキュラムになっている。 

  ■保健科学部 放射線技術学科 

  ア．放射線技術学科では、1 年次は「基礎分野」である教養科目が主体である。 

イ．2 年次では「専門基礎分野」がかなりの割合を占めるようになり、さらに「専門分野」

として 1 年次で実施した「診療画像学基礎実習」、画像関係の講義に加え「臨床基礎実習」

を行っている。 

ウ．3 年次では一部の「基礎分野」「専門基礎分野」に加え、多数の「専門分野」の交誼・

実験・実習を行っている。 

エ．4 年次においては、「専門分野」はもとより、「臨床実習」ならびに国家試験に向けての

特別講義や自主学習を積極的に推進し、医療人としての自覚を兼備するよう努めている。 

オ．楔形の 4 年一貫教育を行うことにより、人間性の形成に加えて専門に対する興味を持

たせるよう編成している。 

  ■保健科学部 看護学科 

  ア．看護師・保健師養成所指定規則の改正があり、平成 21 年度入学生からカリキュラムを

変更した。主な改正点は、「基礎看護分野」の知識を学んだ上で具体的な「基礎看護技術」

の内容の展開をめざし、初学者の理解を促進できるよう「専門基礎分野」では「医学概

論」、「微生物学」を、「専門分野」では「ふれあい実習」を行うこととした。これにより、

医療人、看護者としての自覚を促し、看護への関心を高める効果があった。 

イ．2 年生では主に「専門基礎分野」の学習を行ない「専門分野」へと移行する。 

ウ．「臨地実習」は、段階的に進めている。1 年生は看護の対象者をより具体的に理解する
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ために、ライフサイクルの異なる人々と接する「ふれあい実習」を、2 年生は「基礎看護

学実習」を、3、4 年生では 7 領域の専門分野の実習を行う。 

エ．「臨地実習」は患者中心の援助で、理論と実践を統合する重要な学習であり、看護学科

全カリキュラムの 3 分の 1 を占める重要な学習であるため「臨地実習」の履修要件を設

けている。 

  ■助産学専攻科 

  ・助産師の業務となる妊娠・分娩・産褥・新生児期の助産診断ができ、これらの過程が安

全にかつ対象の満足度のある支援ができる知識と技術を修得するため、教育課程は 3 領

域で構築している。3 角形の頂点を「助産学実践領域」とし、修了要件 35 単位中 24 単

位であり、教育課程の 70％を占めている。助産師としての専門性・自立性を活用した助

産師の活動ができるよう構成している。助産学実践を支える知識である「助産学基礎領

域」7 単位、「助産学関連領域」4 単位で 30％を占めている。「助産学基礎領域」は、女

性のライフサイクルにおける健康問題とリプロダクティブヘルス／ライツ(性と生殖に

関する健康と権利)、家族関係形成に必要な知識の習得ができるようにしている。「助産

学関連領域」は、対象の人権を尊重した支援ができる知識の習得ができるようにしてい

る。 

 

 ３－２－② 教育課程の編成方針に即した授業科目、授業の内容となっているか。 

  ■本学全体 

  ア．本学で開講されている各授業科目の具体的な学習教育の内容は、シラバスに明記され、

シラバスは学生全員に配布されている。 

イ．基礎分野では 6 つの領域に分かれ、 

①人文科学では「生命倫理学」、「医療心理学」等で医療人としての基礎を学ぶ。 

②社会科学では「社会学」、「法学」等を通して一般社会人としての教養を身に付ける。 

③コミュニケーションでは「カウンセリング技法」、「ボランテｲア技法」等でコミュニケ

ーション能力の向上を図る。特に「基礎セミナー」では学生が自分自身でテーマを考

え議論を通して作り上げ、発表することで問題解決能力を育成する。 

④自然科学では「専門基礎分野」へのスムーズな移行ができるよう学力の底上げを目的

として、「基礎数学」「基礎物理学」「基礎化学」「基礎生物学」を配し、３学科の学生

が共通して選択できる。 

⑤外国語では「基礎英語」、「英語Ⅰ・Ⅱ」、「医学英語」、「英会話Ⅰ・Ⅱ」を配し英語能

力の向上をはかるとともに、「ドイツ語」、「中国語」、「韓国語」、「ポルトガル語」を開

講し、国際化の進む医療界や近年著しく増加する在日外国人への対応力を育成する。 

⑥健康と保健科学では健康な心と体やチームワークの育成を目指して、「健康科学概論」、

「チーム医療論」、「体育実技」等を開講している。 

  ■保健科学部 衛生技術学科 

  ア．｢専門基礎分野｣の科目は 1 年次から 2 年次にかけて実施される。その中の「生命科学

の基礎」の領域では生命現象の理解と、基本的な化学実験から生体試料を使用する実験

を行うことにより、基礎的分析技術の習得を目指している。「人体の構造と機能」および

「医学検査の基礎と疾病との関連」の領域では「専門分野」への理解を深めるため、人
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体の構造、機能について理解させるとともに顕微鏡による観察能力を養う教育となって

いる。 

イ．｢専門分野｣の科目は 2 年次から 4 年次にかけて実施される。2 年次から 3 年次にかけ

ては臨床検査技師が実際に関わる検査項目の種類と検査法および疾病との関連性を学

び、正常と異常との違いを理解させるとともに、グループ実習により検査法の理解と技

術を習得させ、実際の臨床現場に精通した臨床検査技師教育を目指している。｢臨床病態

学｣領域では臨床医学の基礎、疾病の原因、各器官での病態を学び、検査項目と疾患の関

連性や基準値について理解をさせる。｢形態検査学｣領域では各組織・臓器や種々の細胞

の特徴および病変を形態的側面から捉える。｢生物化学分析検査学｣領域では血液や尿な

ど生体から採取した試料についての分析法や生理的、意義、臨床的意義を学ぶ。｢病因・

生体防御検査学｣領域では微生物の性質、特徴を学ぶとともに、その取り扱いを習得する。

また、生体の防御機構を理解し、免疫検査技術を習得する。｢生理機能検査学｣領域では

医療現場で実際に使用される機器を用いた実習で、生理機能検査の理論や応用を理解し

技術を習得する。 

ウ．4 年次では臨床現場での体験を目的とした「臨地実習」を 2 ヶ月間実施している。学

内実習で習得した技術・能力を実践的に経験する。そして、「卒業研究」では与えられた

課題に対し授業・実習で得た知識や手技を駆使して結論を導き出す過程を実践する。ま

た、臨床の現場での実務経験者から検査に関わるトピックスや最新の情報の講義｢検査学

特論｣や医療事故に関する講義｢検査学特論｣を配置し、最新の臨床現場に対応する教育も

実施する。  

  ■保健科学部 放射線技術学科 

  ア．専門基礎分野では、「人体の構造・機能・疾病」「保健医療における理工学的基礎」「放

射線の科学・技術」の 3 領域に分類されている。「人体の構造・機能・疾病」は「解剖学」

や「生理学」の他、「病理病態学」、「看護学」等を学び、医学的な基礎を学習する。「保

健医療における理工学的基礎」では「医用統計」や「積分変換」等が開設されており高

度な数学的知識を養う一方で、「医用電気・電子工学」等で放射線に関連する機器工学の

基礎を習得している。「放射線の科学・技術」は「放射線物理学」、「放射化学」、「放射線

生物学」、「放射線計測学」等が開講されており、放射線の理論的な学識を習得しながら、

それら科目の演習や実習を通して放射線の基本的性質を学ぶ。 

イ．専門分野は大きく 5 つの専門領域と「臨床実習」「総合放射線学」に区分されている。

5 つの専門領域は「診療画像学」「核医学検査学」「放射線治療学」「医用画像情報学」「放

射線安全管理学」に類別され、それぞれが放射線技師としての幅広い知識と深い専門性

を学べるように開設されている。臨床実習は学内で行われる「臨床基礎実習」と実際の

病院で研修する「臨床実習」に分かれ、これまで教授を受けていた内容を実際に体験す

ることで、講義内容の理解をより深める。特に「臨床実習」は単なる撮影技術だけでは

なく、臨床現場を経験することで患者の接遇やチーム医療についても学び、医療人とし

ての自覚を促している。また、「総合放射線学」は「放射線学特論」等が開講されており、

より深い専門知識を学ぶため各領域の専門家を招聘して最新知識を習熟している。特に、

「総合放射線学演習」では 4 年次の後期に開設され、これまでの総決算として「専門分

野」の全領域をカバーした演習を行い、放射線技師として立派に社会に巣立つように学
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習している。 

  ■保健科学部 看護学科 

  ア．授業科目は、教育課程の編成にそって組まれ、授業の内容はシラバスに明示している。

看護学科の教育課程は、看護師、保健師の統合カリキュラムとして位置づけ、「基礎分野」、

「専門基礎分野」、「専門分野」の 3 分野になっている。 

イ．「専門基礎分野」は、3 区分「人間の理解」「環境の理解」「健康の理解」である。この

分野は、「専門分野」への基礎的知識を学習する授業科目として位置づけている。人の発

生にはじまり「人体構造学」、「人体生理機能学」、「発達心理学」、「人間関係論」等 7 科

目を配している。「環境の理解」では医療・看護を取り巻く環境として「医学概論」、「食

生活論」、「保健医療福祉制度論」、「社会福祉原論」、公衆衛生・疫学を含む「保健学Ⅰ・

Ⅱ」、「保健統」の計 7 科目を開講している。「健康の理解」では健康を支える医学的知識

の基本となる「生化学」、「免疫学」等の 11 科目を開設している。 

ウ．「専門分野」は、「専門Ⅰ」「専門Ⅱ」「統合看護」「総合看護」の４区分である。「専門

Ⅰ」では看護学の基礎を養うことを目的として「看護学概論」をはじめ、看護の技術を

修得する科目として、実習を含めた 9 科目を開講し、全科目必須としている。この領域

は、2 年生を中心に開講し看護の基礎を履修する。「専門Ⅱ」は概論、臨床看護、実習の

組立を基本とし、発達段階を中心とした授業科目の構成である。「女性の健康看護学概論」

(周産期、母性)、「小児看護学」、「成人看護学」、「老年看護学」、「精神看護学」の 5 領域

である。この領域の講義は、2 年生から 3 年生前期にわたって開講し、実習は、3 年生後

期から 4 年生前期に開講し、全科目必須としている。「統合看護」は概論、看護論、臨床

看護、実習の組み立てを基本とし、看護を必要としている場の特性と対象に対応する内

容として地区・学校・組織・在宅、災害等の看護に関連する 11 科目を開設している。ま

た看護全般にかかわる「医療安全管理学」、「災害看護論」、「看護管理学」など特性ある 6

科目を開講している。中でも、「ふれあい実習」は 1 年次に開講し看護への関心を促して

いる。地区・学校・組織・在宅に関連する実習は、3 年生後期から 4 年生に履修する。「統

合看護実習」は 4 年次に開講し看護学の集大成として位置づけている。「総合看護」は「家

族援助論」、「卒業研究Ⅰ・Ⅱ」は必修としているが、「ターミナルケア論」、「英語文献講

読」、「漢方セミナー」、「国際看護論」は選択科目として開講している。これらの 3 分野

の授業科目・内容は、概ね各学年次の教育課程にそって進行している。 

  ■助産学専攻科 

  ア．「助産学実践領域」は、助産師の基礎的知識・技術として「助産診断・技術学」を対象

の経過に応じて 3 期(妊娠期・分娩期・産褥期)に分類している。特に助産学実習の中で最

もウエイトの高い分娩期は、2 単位(60 時間)としている。助産師の業務の実際、法的業

務と責任については「助産管理論」で基礎的知識の習得をし、「助産管理実習」で実践し

ている。また、「助産診断・技術学」の専門性を深め、対象に応じたケアの実践を行うた

め「東洋医学」「マタニティースポーツ」「乳房管理」を授業科目としている。講義は臨

地を想定した授業科目であり、「助産学実習Ⅰ・Ⅱ」と関連づけている。 

イ．「助産学基礎領域」は、助産師の身分、業務の法的根拠、職業倫理、国際活動について

「助産学概論」、女性のライフサイクルにおける健康問題は「ライフサイクルとウイメン

ズヘルス」、ハイリスク妊産褥婦の基礎知識は「周産期の生殖」で習得する。家族形成の
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理解は「家族心理学」で習得する。 

ウ．「助産学関連領域」は、対象となる女性を取り巻く社会情勢を「女性と社会学」、思春

期教育から成人期のリプロダクティブを「性科学」、対象の人権の尊重、リプロダクティ

ブヘルス／ライツについて「生殖の生命倫理」、助産学研究を通して生涯教育、自己研鑽

できるよう「保健統計」を授業科目に入れている。 

 

 ３－２－③ 年間学事予定、授業期間が明示されており、適切に運営されているか。 

  ■本学全体 

  ・1 年生はガイダンス実施時、2～4 年生はオリエンテーションにおいて年間学事予定表を

配布、説明し、その予定の通り各種学事を行なっている。 

 

 ３－２－④ 単位の認定、進級及び卒業・修了の要件が適切に定められ、厳正に適用されてい

るか。 

  ■本学全体 

  ア．授業と単位 

①本学では授業時間を 90 分とし、予習、復習時間を含めて、単位換算における 2 時間と

している。 

②講義及び演習は、15 時間から 30 時間までの範囲で、本学が定める時間をもって１単

位としている。 

③実験実習及び実技は、30 時間から 45 時間までの範囲で本学が定める時間の授業をも

って 1 単位としている。 

④前期、後期の授業は 15 週から 16 週の期間にわたって行われる。 

イ．修業年限と在学期間 

①学年は前期(4 月～9 月)と後期(10 月～3 月)に分けている。 

②保健科学部の修業年限は 4 年であり、在学できる期間は 8 年である。 

③助産学専攻科の修業年限 1 年であり、在学できる期間は 2 年である。 

ウ．進級(平成 23(2011)年 4 月入学生) 

衛生技術学科と放射線技術学科では、2 年次、3 年次及び 4 年次への進級に関して要件

を設けている。看護学科では 3 年次進級と臨地実習の履修要件を設定している。また、

助産学専攻科では臨地実習の履修要件を設定している。その内容は学生便覧に記載して

あると共に、学年始めの全体及び学科毎のオリエンテーションの場で教務関連事項の中

で説明され、学生全員への周知及び教員自身の確認がなされている。「教授会」、「教務委

員会」、「学科会議」、でその要件の判定は慎重に行なわれる。 

エ．卒業・修了要件と単位数 

卒業するためには表３－２－１「卒業・修了要件」に示した「必要修得単位数」を充

たす単位の取得が必要である。 

 オ．履修科目の上限 

本学のカリキュラムは指定規則に定められている必須科目が多く、各学科における国

家試験の受験資格を得ることが目標で卒業要件でもあるため、これにより単位制度の実

質は担保されていると考え、履修科目の上限を設定していない。 
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カ．単位認定 

①単位は、授業科目を履修し、その試験に合格した者に与えられる。 

②評価は 100 点満点で、A(80 点以上)、B(79～70 点)、C(69～60 点)、D(59 点以下)に分

かれ、A、B 及び C を合格としている。 

表３－２－１「卒業・修了要件」(平成 23(2011)年 4 月入学生) 

A.保健科学部(卒業要件) 

授業科目の区分 
必要修得単位数 

衛生技術学科 放射線技術学科 看 護 学 科 

基礎分野 23 単位以上 22 単位以上 18 単位以上 

専門基礎分野 26 単位以上 33 単位以上 28 単位以上 

専門分野 77 単位以上 70 単位以上 82 単位以上 

合 計 126 単位以上 125 単位以上 128 単位以上 

 

B.助産学専攻科(修了要件) 

科目の区分 必要修得単位数 

助産学基礎領域 7 単位 

助産学実践領域 24 単位 

助産学関連領域 4 単位以上 

合 計 35 単位以上 
 

   

  ■保健科学部 衛生技術学科(平成 23(2011)年 4 月入学生) 

  ・2 年次進級要件として「1 年次終了時に必修科目のうち未修得が 3 科目以下であること」、

3 年次進級要件として｢2 年次終了時に必修科目のうち未修得が 3 科目であること。さら

に、選択科目が基礎分野および専門基礎分野の卒業要件を満たすこと。｣、また 4 年次進

級要件として｢3年次終了時に基礎分野 23単位以上および専門基礎分野 26単位以上を取

得し卒業要件を満たすこと。さらに、3 年次までに開講された専門分野の必修科目をすべ

て習得していること。｣と規定している。 

  ■保健科学部 放射線技術学科(平成 23(2011)年 4 月入学生) 

  ・2 年次進級要件として「1 年次終了時に基礎分野 18 単位以上(必修含む)の修得。」、3 年次

進級要件として「2 年次終了時に基礎分野 20 単位以上(必修全て)の修得および専門基礎

分野・専門分野の必修科目未修得がそれぞれ 3 科目 4 単位以下であること。」、4 年次進

級要件として「3 年次終了時に基礎分野 30 単位以上の修得および専門基礎分野・専門分

野の必修科目未修得がそれぞれ 2 科目以下であること。」と規定している。 

  ■保健科学部 看護学科(平成 23(2011)年 4 月入学生) 

  ・進級要件は、1 年次生から 2 年次生では設けていないが「3 年次進級要件」を設けており、

「2 年次終了時に基礎分野 18 単位以上・専門基礎分野 24 単位以上、専門分野 36 単位以

上修得していること」としている。また、「臨地実習履修の要件」を、「2 年次前期の基礎

看護学実習Ⅰまでに、看護学概論、看護理論、臨床看護学総論、基礎看護技術Ⅰ、基礎

看護学技術Ⅱを履修していること、2 年次後期の基礎看護学実習Ⅱまでに、基礎看護技術
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Ⅲ、看護過程演習、家族援助概論を履修していること、3 年次後期からの臨地実習までに、

専門分野の 3 年次前期必修科目をすべて修得していること」としている。 

  ■助産学専攻科 

  ・臨地実習の要件として、「助産学実習Ⅰは助産診断・技術学Ⅰ・Ⅱ・Ⅲを修得しているこ

と、助産学実習Ⅱは助産学実習Ⅰ(4単位)を修得していること」としている。 

 

 ３－２－⑤ 履修登録単位数の上限の適切な設定など、単位制度の実質を保つための工夫が行

われているか。 

  ■保健科学部 

  ・履修科目の上限は特に定めていない。各学科における国家試験の受験資格を得ることが

目標で卒業要件でもあり、これにより単位制度の実質は担保されていると考えている。

このため、本学においては、過剰な単位取得による教育の質低下を招くとは考えていな

い。卒業要件の単位数を超える場合は、各学科において、それ以外の資格(衛生技術学科：

健康食品管理士など、放射線技術学科：放射線取扱主任など、看護学科：第 2 種養護教

員などの認定資格)を習得することを奨励しているためである。 

  ■助産学専攻科 

  ・履修単位は 35 単位以上であり、必修 33 単位、選択 2 単位である。上限単位数は 37 単

位であり、過密すぎない適切な単位数の設定をしている。 

 

 ３－２－⑥ 教育内容・方法に、特色ある工夫がなされているか。 

  ■保健科学部 衛生技術学科 

  ・衛生技術学科では、高校で学習する生物と化学が基礎科目として重要である。新入生に

よってはこれらの科目を高校時に学習していない学生がいるため、入学直後に実施した

「基礎学力診断テスト」では学力差が認められる。このため、「専門基礎分野」の関連科

目を受講するように進め、さらに時間外に高校教育経験者の非常勤による特別補習を設

定して受講させて学力差を縮めるようにした。「専門分野」の実習を修得するための基礎

となる「基礎実習」(形態・病原)をグループに分けて行い、基本的技術を身につけさせた。

「専門分野」では演習科目を配置し、検査結果と病態との関連性を習得させ技術のみで

なく総合的に判断できる学生の育成を行っている。また、選択科目であるが病院でのリ

スクマネージメントおよび最新技術を学ぶ「検査学特論」を配置し、現場のスタッフか

ら病院の管理および技術の話を聞くことで、病院で働く臨床検査技師としての自覚を持

たせる教育を行っている。 

  ■保健科学部 放射線技術学科 

  ・放射線技術学科は学科の性格上、数学・物理学は重要な基礎科目であるが、入学時に実

施する「基礎学力診断テスト」の結果では大きな開きが認められる。全体の学力を一定

水準まで引き上げるため、補講を実施し、また学力別クラス編成により高校程度の基礎

レベルから講義する等の努力を行っている。「基礎セミナー」では 6、7 人の小グループ

編成とし、各グループに教員が 1 人につき、要所々々で指摘は行いつつ、問題発掘・調

査・まとめ・発表という主体的に問題解決を図る能力の育成を図っている。また、入学

しても目的が見えず希望を失う学生を減らすため、入学時の研修会に加えて 1 年後期に
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「臨床画像学基礎実習」を取り入れ、専門への興味を抱かせている。授業では高学年に

おいて「専門分野」が重要となり、特に画像などの正確な理解のために担当教員が教科

書に加えてプリント、スライド、PC による動画像などを活用している。また、4 年次に

対しては国家試験対策講義を開講しているが、自主学習を促すため、学生本人が充分理

解している科目については出席を強要せず、苦手な科目について参加するよう指導した。

選択的な受講をすることで、本人の学習についての自覚を促進し、学力向上を目指した。

その他にも学生自身に模擬試験毎の成績を分析させた上で「学習計画書」を提出し、そ

れを基に教員とコミュニケーションをとることで、次回試験に向けての目標、目標達成

にむけた具体的な対策を明確にすることで学習意欲を高めた。 

  ■保健科学部 看護学科 

  ・看護学科では基礎的知識として高校で生物を履修していることが望ましいが、新入生の

中には高校で修得していない者もおり、入学時の「基礎学力診断テスト」では学力差が

認められる。学力の強化を図るために「専門基礎分野」の関連科目の受講を奨め、時間

外に該当教科の教員への支援を依頼した。「基礎セミナー」では 6、7 人の小グループ編

成とし、各グループに教員 1 人を配置し、問題発見・検索・まとめ・発表のプロセスを

通して、主体的な学習を進めながら、アカデミックスキルの育成に努めた。専門科目の

臨床看護に関連する授業は、看護の技術を習得するために、学生 5 人で 1 ベッドを提供

し、教員複数人で実技の実際を個々に指導して臨地実習に備え、教科書のみでなく、VTR、

DVD、スライド、シミュレーション、演習等を用いできるだけ看護現場がイメージしや

すく学生の関心や興味を促す工夫をしている。「臨地実習」では 5、6 人を 1 グループと

して領域担当教員が 1 人を配し、実習現場できめ細かく指導し、根拠に基づいた総合的

な看護判断ができる学生の育成を図っている。4 年生の「卒業研究」は、学生 2～5 人に

教員 1 人を配し、学生の関心あるテーマにそって主体的な学習を支援している。文献検

索・文献読解、研究計画立案・概要作成・発表会を通して研究的態度の育成を図ってい

る。   

  ■助産学専攻科 

  ・対象の満足度を得るケア、助産師業務の遂行に役立つ教育内容となるよう授業計画をし

ている。実践領域は、基礎理論の講義→演習→討議の形態をとっている。「助産診断・技

術学」は、ペーパーシュミレーションを用いて、実習記録を用いて助産過程の展開をさ

せている。また、「東洋医学」「マタニティースポーツ」「乳房管理」を助産過程に取り入

れ、より対象に応じた臨地の模擬演習をしている。 

 

 ３－２－⑦ 学士課程、大学院課程、専門職大学院課程等において通信教育を行っている場合

には、それぞれの添削等による指導を含む印刷教材等による授業、添削等による

指導を含む放送授業、面接授業もしくはメディアを利用して行う授業の実施方法

が適切に整備されているか。 

  ・本学では通信教育を行っていない。 
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 (2)３－２の自己評価 

  ■本学全体 

  ア．国家資格技術者養成所として指定規則に定められる教育課程を基本とし、「教育目標」、

教育目的を達成する教育課程を設定している。単位認定に関しても認定要件に加え国家

試験合格ラインであることを重要な目安として厳格な運用を行っている。 

イ．平成 22(2010)年度においては「教育目標」を一層具現化し、また自主的な学習姿勢を

育成する初年次教育の充実と「専門分野」へのスムーズな移行を目的として、「基礎分野」

のカリキュラムを中心にしたカリキュラムの変更申請を文部科学省に行い認可された。

(平成 23(2011)年度入学生から適用) 

ウ．各学科、専攻科においては教育目的を達成し、また国家試験合格率向上を目指し、   

教育内容の充実を図っている。 

エ．単位数の上限は定めていないが、国家試験受験資格の取得、その他資格取得の観点   

から単位制度の実質は保たれている。 

  ■保健科学部 衛生技術学科 

  ・今年度の国家試験の合格率は 90.2％(全国平均：67.0％)であり、全国平均を大きく上回

っていることから概ね適切な教育指導がなされたと考えられる。しかし、100 ％を目指

すには国家試験で出題される臨床検査の基本的な知識に対する理解度が不十分である学

生も尐数であるが見受けられるため、3 年次から国家試験形式の模擬試験も取り入れ、

早い段階からの国家試験への意識付けを行うことで勉強意欲を高めるように図ってい

る。 

  ■保健科学部 放射線技術学科 

  ・国家試験験の合格率は 92.8％(全国平均：71.1％)であり、全国平均を大きく上回り概ね

成功したと考えられる。また、難関である放射線取扱主任者 1 種の取得も 10 人近く合格

し、教育内容においては一定の効果があった。これに満足せず、早い段階から個別指導

を徹底することで、更なる勉学や医療職の仕事に対するモチベーションを上げることが

必要である。 

  ■保健科学部 看護学科 

  ア．平成 21(2009)年度入学生から新カリキュラムの教育課程で進行し、3 年生、4 年生は

これまでのカリキュラムの教育課程で進行した。 

イ．旧カリキュラムの課題であった教授科目の順序が逆になっていた「基礎看護学」は「人

体構造学」「人体生理機能学」を理解しその知識を根拠として、看護技術の授業を展開で

きるようなカリキュラムの改正によって進行できるようになった。 

ウ．初学者にとっては「専門基礎分野」の科目の理解を深めるには、繰り返し教授するこ

とも重要であり、機会を得てきめ細かい指導を意図的に行った。 

エ．「基礎セミナー」「ふれあい実習」は、学生間の交流もあり、主体的に学習に取り組み

大学生としての自覚が生まれたことが学生の記録からも伺がわれた。 

オ．国家試験合格率は、看護師 100％(全国平均：96.4％)、保健師 85.3％(全国平均：89.7％)

であり看護師は全国平均を上回ったが、保健師は全国平均に至らなかった。しかし、段

階的に目標を示し担任をはじめ教員が一丸となってきめ細かく指導に当たった結果と考

える。 
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  ■助産学専攻科 

  ア．講義は過密傾向ではあるが、「助産学実習」とは密接な関係にあり活用できた。 

イ．実習施設は県内かつ大学に近く、実習の分娩介助に支障がない施設の開拓ができた。 

ウ．国家試験の合格率は 86.7％であり、全国平均 98.2％に至らなかった。分娩介助が予定

より遅れ、「助産学実習Ⅰ」と「助産学実習Ⅱ」の間を 1～2 週間あけることができなか

った。そのため学習の成果と課題学習の時間が十分とれなかったためと考える。 

 

 (3)３－２の改善・向上方策(将来計画) 

  ■本学全体 

  ・学生の学力の低下が問題視されており、平成 23(2011)年度より「教育支援センター」を

立ち上げ、入学前教育及び入学後の基礎科目教育(数学・物理・化学・生物)を強化し、学

生の未履修科目や不得意科目を克服させ、「専門基礎分野」をより理解出来るよう学習基

盤を作る。また、国家試験対策を担い、4 年生へ一元化した支援を行い国家試験合格率

の向上を図る。 

  ■保健科学部 衛生技術学科 

  ・現在は「専門基礎分野」に「専門分野」へ繋がる科目を配して一貫性を持たせた科目編

成になっている。本学科も大学開学後、完成年度も経過したことから現行の一貫性を持

たせた科目編成は基本路線として堅持し、カリキュラムの内容を学科内で検討していく。

平成 23(2011)年度入学生より新カリキュラムをスタートするため、当面は新カリキュラ

ムが適切であるかを検証していく。 

  ■保健科学部 放射線技術学科 

  ・国家試験合格という目的を達成するために日々の行動に関して計画、実行、反省のサイ

クルを用いて指導する。具体的には、月間テーマ、週間目標(具体的に)と進捗状況並びに

自己評価、教員(担任)評価を記述する計画書および報告書をそれぞれ作成することによっ

て、学生自身の取り組み方について具体的な方法を示し、一層きめの細かい教示を行う

計画を立案している。 

  ■保健科学部 看護学科 

  ア．授業科目の順序性について平成 21(2009)年度カリキュラムを改正したことによって、

学生の理解を促進できる方向となり、現在の教育課程の問題点、改善点についても定期

的に検討を進めている。 

イ．本年度は、実習指導についての学習会をもち、大学の実習指導について臨床の理解を

得るとともに種々の要望もあり、学校と臨床の双方での学習の機会を設ける。 

ウ．1 期生、2 期生の教育が終了したので教育成果を分析し、さらによい学習環境を整える

必要がある。国家試験科目で学生の苦手科目については、他学科の協力を得て学力強化

を図る。 

  ■助産学専攻科 

  ア．「助産学実習Ⅰ」から「助産学実習Ⅱ」までの期間を空け過ぎず、学生が段階的に技術

到達でき、学習が深まる実習計画を立案する。 

イ．講義で助産師の仕事を十分理解させ、心身の健康保持、誠実な対人関係が形成できる

授業内容を考える。 
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ウ．「助産学実習Ⅰ」と「助産学実習Ⅱ」の履修要件を明確にし、学習目標を明確にさせる。 

エ．「助産学実習期間」内に単位認定基準をクリアできるよう臨地指導者と綿密に連絡・調

整を行う。 

 

 基準３―３．教育目的の達成状況を点検・評価するための努力が行われていること 

 (1)３－３の事実の説明(現状) 

 ３－３－① 学生の学習状況・資格取得・就職状況の調査、学生の意識調査、就職先の企業ア

ンケートなどにより、教育目的の達成状況を点検・評価するための努力が行われ

ているか。 

  ■保健科学部 衛生技術学科 

  ア．学生の学習状況については前期後期ごとの履修科目成績(100 点満点表示)の一覧表が各

個人ごとに作成され担任に配布される。毎年、教員はこの一覧表と面談を行うことで学

生の学習状況から教育目的の達成状況を点検・評価している。 

イ．臨床検査のスペシャリストを目標としていることから国家試験合格が重要な課題とな

り、4 年次に実施される国家試験の模擬試験での各学生の成績および全体の成績を前年

度と比較し衛生技術学科教員に公開することで学生の学習状況の把握に努めている。  

ウ．学生の意識調査については大学全体で授業アンケートを行っており、その結果をもと

に教員各自の「自己点検・評価」、「年次報告」の中で、授業方法の自己評価を行い授業

の改善について報告している。 

エ．就職先の施設とは臨地実習に関する会議や巡回指導での病院訪問等で常にコンタクト

をとっており、学生に対する評判や要望等を聴き、学科内で共有することで教育目的の

達成状況を評価している。 

  ■保健科学部 放射線技術学科 

  ア．放射線技術学科の教育目的の達成状況や就職状況は、以下に示すとおり、学生の学修

状況、「総合放射線学演習」、学生へのアンケート等で点検・評価している。 

イ．授業科目の成績評価は、授業態度(出欠含む)、授業中の小テスト、「実習・実験レポー

ト」などの平常の成績を重用視した上で、定期試験の結果と合わせて判定を行っている。 

ウ．総合放射線学演習は、次の 8 項目により総合的に教育目的の達成状況を評価している。 

①模擬試験・中間試験の実施 全 7 回＋定期試験 2 回。 

②将来像に関するアンケートの実施。 

③国家試験出題基準の配布。 

④自主学習用の学習図書を指定。 

⑤自己学習計画の提出。 

⑥学習計画の実施状況確認。 

⑦卒研担当教員と担任による学習指導。 

エ．学生の意識調査として、最終学年に学科独自の「大学生活調査」を実施し、これまで

の大学生活，授業理解度，病院実習，国家試験対応などについて調査を行い、学科内で

点検・評価をしている。 

オ．就職状況は学科の就職担当教員、「就職委員会」、就職課が連動して求人情報を共有し

て、学生への各種助言、対策(模擬面接、試験対策、模擬試験等)を行っている。病院から
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の要望、評価については就職担当教員の病院訪問、実習担当教員の病院巡回、病院実習

打ち合わせ会等で教育課程、内容、人間性教育について情報収集している。それらの情

報を基に「学科会議」、各種委員会で議論、改善を行っている。 

 

  ■保健科学部 看護学科 

  ア．学修状況は、前・後期ごとに履修科目の成績表が個人別に作成され、担任に配布して

いる。成績表は担任のコメントを記載の上、保護者に送付し、成績状況が芳しくない学

生については、担任が面談指導を行っている。2 年次と 4 年次の 4 月に保護者懇談会を

実施し、学校の動向を知らせるとともに、学生および保護者と教員の 3 者面談を行い、

学修状況の情報交換および学生の学習状況を点検評価し、それらの結果から学生にとっ

てより適切な学習が進行していくよう努力している。 

イ．看護学科では保健師・看護師国家試験の受験準備として 3 年後期から 4 年後期にわた

ってほぼ月に 1 回程度の模擬試験を実施している。結果は学生に知らせ、自己の成績を

管理させるとともに、担任からも助言、指導を行っている。学生の不得意科目について

は補講を行い、授業後教室を開放し自主学習の環境を提供している。学習効果の向上が

振るわない学生に対しては担任が面接し助言をしている。また質問等に対処する体制を

とっている。 

ウ．学生の意識調査は「学生生活アンケート」を実施し、学生生活の満足，通学便、学習

環境、クラス担任制，充実を希望するサービス等について調査を行い、大学及び学科内

で点検・評価をしている。 

エ．病院実習中は常時、教員が現地で学生への実習指導を行っており、また実習連絡会等

において実習中の学生の学習姿勢や教育内容に関する要望、評価を受けている。これら

は、「学科会議」や委員会等で取り上げ、教育内容の点検・評価につなげている。 

  ■助産学専攻科 

  ア．入学後 1 週間に個人面談を行い、学習や生活に対する学生の不安や希望を聴取し、学

生の個性を考慮した実習グループ編成を行っている。 

イ．1 年に 2 回実施する「助産学実習連絡会議」において、臨地から学生や就職した修了

生の評価を聴取している。 

ウ．学生を対象に授業評価アンケートを実施し、その結果を基に「学科会議」で講義、実

習方法、学習指導について検討している。 

 

 (2)３－３の自己評価 

  ■保健科学部 衛生技術学科 

  ア．学生の成績表は個人ごとにファイルし、各学年で面談した内容は担任所見として記載

されていることから、次年度担任が変わっても学生の状況が把握でき、学生の講義の出

席状況および健康面や精神面等の問題点が「学科会議」で報告されるため、各教員が学

生の状況を把握できた。 

 イ．国家試験の受験資格については、4 年次だけでなく 3 年次においても模擬試験を 2 回

実施し国家試験の問題形式を体験させることで意識を高めさせる指導を行っており、3

年次の学生の学修状況も把握できた。 
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 ウ．就職においては「臨地実習」の連絡会議や巡廻指導等で病院を訪問した際は施設責任

者と面談することで就職状況を調査している。また、施設責任者との面談で就職後の卒

業生の評判等を聞くことで教育目的達成状況の評価、改善につなげている。 

 

  ■保健科学部 放射線技術学科 

  ア．授業科目の成績評価は、担当の教員がそれぞれ個人別に管理しており、成績に応じて

個別面談を行った。テストの単なる評価だけではなく、学生の日常における生活態度も

含めて指導しており、その状況は「学科会議」で報告され、学科教員全員が共有してい

る。このことにより、学生ひとり一人の状況が把握できた。 

イ．国家資格取得に向けては、模擬試験等の実施や自主的な学習時間の確保によって本人

の進捗状況と合わせてきめ細やかに管理をしている。また、自ら明確な目的を持たせる

ために自己学習計画を利用したことで、達成できる自信がつき、学生自身のモチベーシ

ョンをあげることができた。 

ウ．学科独自に実施する卒業時の「大学生活調査」では、6 割以上の学生が「満足」「やや

満足」と回答しており、また教員とのコミュニケーションについては、63％の学生が「取

れた」と回答し、大学満足度ならびに教員と学生の関係は良好であった。 

エ．学科目標に沿って教育・指導した結果、国家試験の合格率は 92.8％，就職については

本年 6 月において 97％であり、両者とも全国平均と比較し約 20 ポイント高かった。 

  ■保健科学部 看護学科 

  ア．学修状況は個別ファイルとして作成して、担任教員によって管理している。担任が変

更しても、引継ぎが容易であり学生指導がスムーズにできる状況である。学生の健康面

や精神面等の課題についても授業の出席状況等について各教員が学生の状況を把握し、

指導上の配慮が必要な学生については「学科会議」で情報交換しながら学習環境を整え

る努力をしている。「臨地実習」における学習状況では、実習態度や言葉遣いなどについ

て実習施設からの意見やコメントを活かし、望ましい看護師像の育成に努力した結果、

患者から苦情が来ることはなかった。 

イ．資格取得については 3 年次後期から月 1 回の割合で模擬試験を実施し、その結果の推

移を自己評価・管理し、学習への動機付けとしている。また模擬試験結果の推移は、担

任と共有し、面接指導など通して学生の学習意欲を高める努力をし、平成 22(2010)年度

看護師国家試験は 100％合格を達成することができた。 

ウ．実習先において教員が常に同行し、学生への実習指導を行っている。また「実習連絡

会議」や病院訪問等で実習指導者との意見交換をすることで、学生の実習期間中の学習

内容に関する情報を得ており、教育目的の達成状況を評価している。 

  ■助産学専攻科 

  ア．入学時に「専門科目学力試験」を実施し、正答率の低い内容を講義に反映させた。専

門科目のレベルを統一させ、助産学の講義を開始することにより学習到達度の達成に努

力した。 

 イ．国家試験対策は、業者の模擬試験を 4 回、教員が作成した模擬試験を 2 回実施した。

しかし、一部の学生の成績が伸びず、2 年連続で国家試験全員合格は達成できなかった。  

ウ．助産学実習は、教員が学生に付き添い助産計画指導・技術指導をしている。また「実
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習連絡会議」や病院訪問時に意見交換を行い、教育目的の達成状況を評価している。 

 

 (3)３－３の改善・向上方策(将来計画) 

  ■保健科学部 衛生技術学科 

  ア．学修状況については、今後とも「学科会議」等で教員間の情報交換を密にし、学生と

の面談のなかで適切な指導を行うことが必要である。「専門分野」の理解度においては学

生間で差が見られることから、今年度カリキュラムの見直しを行い平成 23(2011)年度新

入生より新カリキュラムがスタートした。当面は新カリキュラムでの学修状況を検証し

ていく。 

イ．昨年は 4 年次における国家試験対策が「臨地実習」、「卒業研究」等で遅くなったため

今年度は卒業研究のスタートを早めた。今後この編成で良いかを検証していく。 

ウ．今後も「臨地実習連絡会議」や実習先訪問等により就職先の卒業生の評判等を聞くこ

とで教育目的の達成状況を点検・評価していく。 

  ■保健科学部 放射線技術学科 

  ア．成績評価の結果、近年の学力レベルの低下から、一般教養科目の履修や理解度に差が

見られる。そのため、1 年次における「基礎分野」の指導について教員間で議論し、学

力別クラス等の導入を検討している。 

イ．国家試験に向けては、「専門分野」における各年次の前倒しを検討しており、4 年次の

後期は資格取得に向けた講義および模擬試験等を中心とした対策を行う。 

ウ．学生生活について満足度は比較的高いものの、学内設備等については検討する必要が

あるため、学科内で検討し大学として取り組んでいく。 

エ．今後も「臨床実習連絡会議」や実習病院訪問等により、教育目的の達成状況を点検・

評価していく。 

  ■保健科学部 看護学科 

  ア．学習状況については、今後とも「学科会議」等で教員間の情報交換を密に行い、学生

との面談のなかできめ細かく適切な指導を行うことが必要である。そのために学生の個

人ファイルの形式を創意工夫し活用していく。また、「専門基礎分野」や「専門分野」の

理解度について学生間・科目間で差が見られることから、講義時間の見直しも含め「学

科会議」等で議論していく。 

イ．4 年次では臨地実習、卒業研究等で国家試験の対応が遅くなることも考えられるため、

卒業研究のスタートを早めるカリキュラムの編成も必要である。 

ウ．今後も、「臨地実習」、「実習連絡会議」、病院訪問等における実習先との意見交換を通

じ、教育目的の達成状況を評価していく。 

  ■助産学専攻科 

  ア．学生の学習に関する心身の準備状態の把握、入学当初より資格取得の目標を明確にさ

せるため、授業進度の節目には個人面談を行う。 

 イ．実習前に国家試験出題基準による模擬試験を教員が作成し実施する。結果を個人面談

で伝え、できない科目の強化をはかるため学習方法について指導をする。 

ウ．国家試験模擬試験の結果を分析し、学生の理解度を明確にする。実習で基礎知識の復

習をさせ、状況のアセスメントの強化をはかる。 
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エ、「助産学実習連絡会議」での臨地指導者との意見交換、就職セミナーを継続させ、教育

目的の達成状況を点検・評価していく。 

 ［基準３の自己評価］ 

  ア．各学科、専攻科では建学の精神、「教育目標」に沿って学科毎の教育目的を設定し、シ

ラバス及びホームページにより公表し、その活動を積極的に行っている。  

イ．各学科、専攻科においてそれぞれの教育目的に沿い、また各国家試験受験資格の取得

及び合格を目指し法令に準拠した教育課程を基本として、学習効果を高める教育方法を

設定している。平成 22(2010)年度においては、「教育目標」をより具現化し、教育効果

の向上を目指し、「基礎分野」を中心にした教育課程の変更申請を行い文部科学省に行い

認可された。また、国家試験受験資格取得の観点からも教育の質は担保されている。 

ウ．年間行事予定表、卒業要件、進級要件を設定している。成績評価については厳正な評

価に努めている。 

エ．教育目的の達成状況は学修状況や「学生アンケート」により点検・評価している。ま

た、 最終的には各学科、専攻科とも国家試験合格という形で教育目的の達成状況が評

価されることから、それぞれが懸命な努力を行っている。 

オ．病院実習先とは、病院での自習指導、「実習連絡会議」、病院訪問等により常にコンタ

クトしており、要望や学生評価の中で教育目的の達成状況を点検・評価している。 

 ［基準３の改善・向上方策(将来計画)］ 

  ア．「学際性」を身につけさせるため、極力選択科目の受講を尐なくする学生を対象とし

て、取得すべき単位数を検討し、多くの科目受講でもって、広い視野を身に付ける教育

課程を考える。総単位数を増やせない中で、教養科目の単位数を 1 単位にするなど検討

をする。その一つに、「チーム医療論」の科目を新しく設けた。(平成 23(2011)年度より

開講) 

イ．「国際性」を充実させるために、「基礎分野」の英語教育を明確化し、「基礎英語」から

「医療英語」、「英会話」へと展開させ、新たに「韓国語」、「ポルトガル語」を開設した。

(平成 23(2011)年度より開講)また、学生だけが実施していた、国際交流(短期留学など)

を教員の研究分野にも展開する。 

 ウ．「基礎教育指導」及び「国家試験学習指導」の強化を目指し、平成 23(2011)年度より「教

育支援センター」を立ち上げた。本センターの活動を強化し、「教育目標」、教育目的の

達成を図っていく。 

エ．自学自習の姿勢を持つ学生とそうでない学生が混在し、新入生の教養科目を履修する

姿勢、成績においても差が生じている。「専門基礎分野」、「専門分野」と進むほど力の差

が出るため、学習意欲と姿勢において初期の頃から指導を強くする。 

オ．教員が今以上に学生の基礎能力をしっかり捕らえ、授業展開、補講、個別指導を繰り

返す。 
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基準４．学生 

 基準４－１．アドミッションポリシー(受入れ方針・入学者選抜方針)が明確にされ、適切に運

用されていること。 

 (1)４－１の事実の説明(現状) 

 ４－１－① アドミッションポリシーが明確にされているか。 

  【受入れ方針】 

・本学は、学園の建学の精神を基盤として、「人間性」「国際性」「学際性」を有し、高度な

専門能力を備えた医療人を育成することを「教育目標」としている。この目標を達成す

るために、学部の各学科および専攻科でそれぞれ教育目的を定めている。入学者の選抜

については、各科の教育目的を達成するために、次のような者の受入れを行っている。 

＜求める学生像＞ 

■保健科学部 

・本学は前身校である国際医学総合技術学院、岐阜医療技術短期大学で築かれた医療技術

者育成の実績を基盤とし、上記の「教育目標」を達成するため、学部全体として次のよ

うな学生を求めている。 

①本学の建学の精神と教育理念を理解し、将来、医療人として社会に貢献することへ    

の意欲を持つ人。 

  ②基礎的学力を有し、入学後の勉学に粘り強く努力を続けられる人。 

③明るい性格であらゆる人と積極的にコミュニケーションをとることができる人。さら

に、学科による目指す将来と国家資格の違いから、各学科で次のような学生を特に求

める。 

■衛生技術学科（2012 年 4 月 1 日から「臨床検査学科」へ名称変更予定） 

生命現象に関する生物学や化学が得意で、実験・実習を通した旺盛な探求心と、臨床検

査に関する知識と技術の修得に熱意がある人。 

 ■放射線技術学科 

理数系に関心が高く科学的な究明を求め，医療画像や放射線学に対して興味があり，明

確な意志を持って人間的に成長したい人 

 ■看護学科 

  人間に対する深い愛情と洞察力をもち、看護職になりたいと強く願う人。 

 

■助産学専攻科 

・求める学生は保健科学部と同じであるが、専攻科では特に、専門職業人である助産師と

して実践の場で活躍することを目指し、誠実、明朗で助産師になりたいという強い意志

を持っている人を求めている。 

看護師免許を有していれば(取得見込みを含む)、学士の学位は看護学に限定せずに広

く受け入れる。 

 

【入学者選抜方針】 

・入学者の選抜は、毎年度文部科学省より通知される「大学入学者選抜実施要項」に従っ

て、志願者の多様な能力を判定すべく入試区分、募集人数、出願資格を決定し、校正か
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つ妥当な選抜方法により実施している。 

 

【アドミッションポリシーの公表】 

・学生の受入れ方針は本学パンフレットおよびホームページに公表している。入学者選抜

方針はホームページ、学生募集要項で公表し、オープンキャンパス、入試相談会などを

通し説明を行っている。 

 

 ４－１－② アドミッションポリシーに沿って、入学者選抜等が適切に運用されているか。 

  【入学者選抜】 

・入学者選抜は各学科の受入れ方針に基づき、推薦、一般等の試験区分ごとに受入れ方針、

出願要件、募集人員、選抜方法を明示して実施する。 

＜試験区分＞ 

■保健科学部 

・出願資格 各試験区分共通 (次の①から⑧号のいずれかに該当する者)   

①高等学校若しくは中等教育学校(後期課程)を卒業した者または平成 24(2012)年 3 月卒

業見込みの者 

②通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者(通常の課程以外の課程によりこれに

相当する学校教育を修了した者を含む。)または平成 24(2012)年 3 月までに修了した者 

③外国において、学校教育における 12 年の課程を修了した者または平成 24(2012)年 3

月までに修了見込みの者又はこれに準ずる者で、文部科学大臣の指定した者 

④文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施

設の当該課程を修了した者または平成 24(2012)年 3 月までに修了見込みの者 

⑤学校教育法施行規則(昭和 22(1947)年文部省令第 11 号)第 150 条第 3 号に規定する文部

科学大臣の指定した者 

⑥高等学校卒業程度認定試験規則(平成 17 年文部科学省令第 1 号)による高等学校卒業程

度認定試験に合格した者(同規則附則第 2 条の規定による廃止前の大学入学資格検定規

程(昭和 26(1951)年文部省令第 13 号)による大学入学資格検定に合格した者を含む。)

または平成 24(2012)年 3 月までに合格見込みの者 

⑦学校教育法第 90 条第 2 項の規定により大学に入学した者であって、大学における教育

を受けるにふさわしい学力があると認めた者 

⑧本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者で、平成 24(2012)年 3 月までに 18 歳に達した者 

 

１)推薦入学試験(学校推薦)  

ア．受入れ方針 

成績・人物共に優秀であるとして学校長が推薦する志願者に対して、志望動機、基礎学

力およびコミュニケーション能力など本学の求める学生としての適性を評価するため

に、高校時における学業・課外活動などの書類審査、基礎学力評価を含む小論文試験お

よび面接を行う。 

イ．出願要件 
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  次のすべての要件を満たす者 

①高等学校若しくは中等教育学校(後期課程)を平成 23(2011)年 3 月卒業または平成

24(2012)年 3 月卒業見込みの者 

②調査書の「全体の評定平均値」が 3.0 以上の者 

③出身学校長に推薦(推薦書)された者 

④合格した場合、入学が確約できる者。 

 

２)推薦入学試験(自己推薦) 

ア．受け入れ方針 

本学の求める学生像のうち、基礎学力のほか特に医療技術への志望動機が強く、コミュ

ニケーション能力が高い志願者を選抜するために、志望動機を含む自己推薦書などの書

類審査、基礎学力評価を含む小論文試験および面接を行う。 

イ．出願要件 

  次のすべての要件を満たす者 

①高等学校若しくは中等教育学校(後期課程)を平成 23(2011)年 3 月卒業または平成

24(2012)年 3 月卒業見込みの者 

②調査書の「全体の評定平均値」が 3.2 以上の者 

②自己推薦書を提出できる者 

③合格した場合、入学が確約できる者。 

 

３)社会人・学士特別入学試験 

ア．受入れ方針 

社会経験あるいは大学などの高等教育機関における勉学修得の知識を基に、本学におけ

る医療技術の修得に熱意があり、学生の規範となりうる学生を選抜するために、提出書

類審査、基礎学力評価を含む小論文試験および面接を行う。 

イ．出願要件 

  次のいずれかの要件を満たす者 

①社会人：大学入学資格を有し、平成 24(2012)年 4 月 1 日において社会経験が 3 年以上

ある者。 

②学士：学士の学位を取得した者、または平成 24(2012)年 3 月取得見込みの者。 

③短期大学士：短期大学士(準学士を含む)の学位を取得した者、または平成 24(2012)年 3

月取得見込みの者。 

 

４)帰国生徒入学試験 

ア．受入れ方針 

我が国とは異なる文化的・教育的環境のなかで多様な価値観に接し、優れた国際的視野と

感覚を身につけた帰国生徒に対して、志望動機を含む自己推薦書などの書類審査、基礎学

力評価を含む小論文試験および面接を行う。 

イ．出願要件 

多様な学生が考えられるため、海外での勉学状況を確認のうえ、出願の可否を審査する。 
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５)特待入学試験 

ア．受入れ方針 

大学生活のための経済的サポートとして 4 年間の授業料を免除し、本学の求める学生像

に近い能力・資質を備えた学生を受入れる。入学後も学業および人間性の面において学

生の模範となりえる学生を選抜するため、調査書の審査、学力試験および面接を行う。 

イ．出願要件 

  次の要件をすべて満たす者 

①本学指定の大学入試センター試験の科目を受験、または受験予定の者 

②合格した場合、入学が確約できる者。 

なお、推薦入学試験（学校推薦）合格者の受験を認める。 

 

６)一般入学試験(前期、後期) 

ア．受入れ方針 

医療技術職を目指す志願者に対し、学科に必要な科目指定により２科目の学力試験を行

い、学科への適性を評価する。 

イ．出願要件 

①出願資格を満たす者 

  ※前期日程に限り入学の意思があれば第 2 志望を認める。 

 

７)センター試験利用入学試験(前期、後期) 

ア．受入れ方針 

医療技術職を目指す志願者に対し、学科に必要な科目指定により 3 教科目の学力試験(大

学センター試験)結果により、学科への適性を評価する。 

イ．出願資格 

①本学指定の大学入試センター試験の科目を受験、または受験予定の者 

※前期日程に限り入学の意思があれば第 2 志望を認める。 

 

■助産学専攻科 

ア．受入れ方針 

誠実、明朗で助産師への強い意志を持っている人を、広く受け入れるため、多様な試験

を行う。また、人間性を重視することから調査書、小論文あるいは学力試験のほか面接

を行う。 

イ．出願資格  各試験共通 

 次の①号に該当し、さらに②から⑧号のいずれかに該当する者(女子)。 

①看護師免許取得者、看護師国家試験受験資格取得者又は平成 24(2012)年 2 月看護師国

家試験受験資格取得見込みの者 

②大学を卒業した者、又は、平成 24(2012)年 3 月卒業見込みの者 

③学校教育法第 104 条第 4 項の規定により学士の学位を授与された者又は平成 24(2012)

年 3 月 31 日までに授与される見込みの者 

④外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者又は平成 24(2012)年 3 月
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31 日までに修了見込みの者 

⑤外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当

該外国の学校教育における 16 年の課程を修了した者又は平成 24(2012)年 3 月 31 日ま

でに修了見込みの者 

⑥我が国において、外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育における 16 年

の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了した者又は平成 24(2012)年 3 月 31 日までに修了見込みの者。  

⑦専修学校の専門課程(修業年限が 4 年以上であることとその他の文部科学大臣が定める

基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定め

る日以後に終了した者又は平成 24(2012)年 3 月 31 日までに修了する見込みの者 

⑧文部科学大臣の指定した者。(昭和 28(1953)年文部省告示第 5 号) 

 

１)推薦入学試験 

(特別推薦) 

・出願要件 

出願資格および次の要件をすべて満たす者 

①岐阜医療科学大学の卒業生(見込み含む)もしくは岐阜医療技術短期大学卒業生(専攻科

地域看護学専攻修了生含む) 

②合格した場合、入学が確約できる者 

③自己推薦書を提出できる者 

 (公募推薦) 

・出願要件 

出願資格および次の要件をすべて満たす者 

①合格した場合、入学が確約できる者 

②自己推薦書を提出できる者 

 

２)一般入学試験(ＡおよびＢ日程共通) 

・出願要件 出願資格を満たす者 

 

３)社会人特別入学試験 

・出願要件 

出願資格および次の要件をすべて満たす者 

①平成 24(2012)年 4 月 1 日において看護師としての臨床経験が 3 年以上ある者。 

②合格した場合は入学が確約できる者。 

 

＜募集人員および選抜方法＞ 

■保健科学部 

１)募集人員(人) 

・試験区分による募集定員は表４－１－１「募集定員」の通りである。 
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表４－１－１「募集定員」 

学科 定員 

推薦入学試験 一般入学試験 
センター試験利用 

入学試験 
特待入学 

試験 

社会人・ 

学士特別

入学試験 
学校 

推薦 

自己  

推薦 

前期  

日程 

後期  

日程 

前期  

日程 

後期  

日程 

衛生技術学科 80 13 2 35 8 18 2 

(6) 

2 

放射線技術学科 80 15 2 35 6 18 2 2 

看護学科 80 15 5 35 8 13 2 2 

※特待入学試験募集人数はセンター試験利用入学試験(前期日程)に含む。 

※帰国生徒入学試験募集人数は各学科１人で、推薦入学試験(自己推薦)枠に含む。 

 

２)試験内容および合否判定方法 

ア．推薦入学試験(学校推薦、自己推薦) 

成績・人物共に優秀であるとして学校長が推薦した志願者(学校推薦)および本学への志

望および医療技術者への意志が強い志願者(自己推薦)に対し、本学の求める学生として

の適正を調査書の審査、小論文および面接により、総合的に判定する。 

①調査書の審査：調査書(推薦書も含む)より高校時代の勉学及び活動を判定する。 

［評定平均、科目評定、出欠状況(欠席の理由は明確か)、教科外活動、取得資格］勉学

に対する姿勢、学習成果、集団での行動、積極性など。 

②小論文：課題文を読み、設問に答える。高校生としての一般常識、基礎的教養につい

ても尋ねる。「医療に適した捉え方・考え方を持っているか」「志望学科への適性を有

しているか」「高校生としての一般常識・知識を有しているか」など。 

③面接：人間性(人柄)、表現能力、目的意識・意欲など。 

イ．社会人・学士特別入学試験 

社会経験あるいは大学などの高等教育機関における知識を基に、本学での医療技術修得

に対する熱意のある志願者に対し、推薦入学試験と同様、書類審査・小論文・面接によ

り総合的に判定する。 

①調査書の審査：調査書(推薦書も含む)より、大学あるいは社会での活動状況。また、

自己推薦書により、志望動機など。 

②小論文：課題文を読み、設問に答える。一般常識、基礎的教養についても尋ねる。 

③面接：人間性(人柄)、表現能力、目的意識・意欲など。 

ウ．帰国生徒入学試験 

推薦入学試験(自己推薦)と同様な方法で判定する。 

エ．一般入学試験(前期、後期共通) 

医療技術職を目指す志願者に対し、学科で必要な科目の学力試験を行い、各科への適正

を総合的に判定する。 

①出題は、基本的な問題を数多く出題し、早く正確に解けること。 

②2 科目・200 点満点(試験時間 120 分)の試験を実施。調査書類も参考とする。 

オ．大学入試センター試験利用入学試験 
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医療技術職を目指す志願者に対し、学科で必要な科目(3 科目)の学力を大学入試センタ

ー試験の結果を利用し、各科への適正を総合的に判定する。 

①本学での個別試験は課さない。試験教科目数を一般入学試験より多くし、より資質の

高い学生を選抜する。大学センター試験の各教科配点を、学科により異なる加重で換

算し、計 400 点満点とする。 

カ．特待入学試験 

大学生活のための経済的なサポートとして４年間の授業料を免除し、本学の求める学生

像に近い能力、資質を備え、入学後も学生の規範となりうる者を選抜する。学力を中心

に調査書の審査および面接で評価し総合的に判定する。 

①学力試験(大学センター利用入学試験前期日程で指定する科目)3 科目・400 点満点 

②調査書の審査：調査書より高校時代の勉学及び活動など。 

③面接：人間性(人柄)、表現能力、目的意識・意欲など。 

 

■助産学専攻科 

１)募集人員(人) 

・試験区分による募集定員は表４－１－２「募集定員」の通りである。 

表４－１－２「募集定員」 

専
科 定員 

推薦入学試験 一般入学試験 社会人 

特別入学
験 特別 公募制 Ａ日程 Ｂ日程 

助産学専攻科 20 8 5 4 2 1 

 

ア．推薦入学試験(公募制、特別推薦共通) 

本学への志望および助産師への意志が強い志願者(特別推薦：本学および前進校の卒業生

対象)に対し、本学の求める学生としての適正を出願書類の審査、小論文および面接によ

り、総合的に判定する。 

①書類審査：調査書の成績などを総合的に評価する。 

②小論文：課題文について、理解力、論理的思考能力、国語力を総合的に評価する。 

③面接：複数試験官により「意欲」、「表現力」、「コミュニケーション技術」などを問い、

5 段階評価する。 

イ．一般入学試験 

本学の求める学生としての適正を出願書類の審査、看護師としての学力(Ａ日程)または

小論文(Ｂ日程)および面接により、総合的に判定する。 

(Ａ日程) 

①書類審査：調査書の成績などを総合的に評価する。 

②学力試験：看護学(基礎看護学、母性看護学、小児看護学)の学力により評価する。 

③面接：複数試験官により「意欲」、「表現力」、「コミュニケーション技術」などを問い、

5 段階評価する。 

(Ｂ日程) 

①書類審査：調査書の成績などを総合的に評価する。 
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②小論文：課題文について、理解力、論理的思考能力、国語力を総合的に評価する。 

③面接：複数試験官により「意欲」、「表現力」、「コミュニケーション技術」などを問い、

5 段階評価する。 

ウ．社会人特別入学試験 

看護師としての臨床経験を基に、助産師への志望意志が強い者に対し、出願書類の審査、

小論文および面接により、総合的に判定する。 

①書類審査：調査書の成績などを総合的に評価する。 

②小論文：課題文について、理解力、論理的思考能力、国語力を総合的に評価する。 

③面接：複数試験官により「意欲」、「表現力」、「コミュニケーション技術」などを問い、

5 段階評価する。 

＜学生募集および入学試験の実施体制＞ 

ア．本学の学生募集は入試広報課で主に企画・活動している。募集活動は全学科より選ば

れた教員および入試広報課職員で行い、各種パンフレット、データブック、進学相談会、

大学展、オープンキャンパス、高校模擬授業・説明会などで行っている。 

イ．入学試験は学長を委員長とし、学部長、各科長、学生部長、入試広報部長および事務

局長から構成された「入試委員会」において選抜方法および実施案が検討され、「教授会」

での審議・承認により、全教職員で実施している。なお、大学入試センター利用試験は

岐阜大学との共同実施として行っており、岐阜大学会場での監督業務に本学教員を派遣

している。すべての入学試験合否判定も「入試委員会」において審議・検討した結果を

「教授会」で審議・承認し、適切に処理されている。 

 ４－１－③ 教育にふさわしい環境の確保のため、収容定員と入学定員及び在籍学生数並びに

授業を行う学生数が適切に管理されているか。 

  ア．平成 23(2011)年 5 月 1 日現在における在学生数を表４－１－３「入学定員と在学生数」

に示す。保健科学部では各学科とも一般入学試験における入学率が平成 21 年度から高く

なり、受入れ数の予想を上回る結果となった。一方、助産学専攻科では学位取得が入学

の条件となっていることもあり、定員に達していない。入学後の教室、実習室などの教

育環境について問題はなく適正に管理している。 

■保健科学部 

表４－１－３「入学定員と在学生数」 

学科 定員 １年 ２年 ３年 ４年 計 

衛生技術学科 80 人×4 年=320 人 90 109 106 76 381 

放射線技術学科 80 人×4 年=320 人 111 113 86 82 392 

看護学科 80 人×4 年=320 人 97 98 103 82 380 

■助産学専攻科 

学科 定員 １年 計 

助産学専攻科 20 人×1 年=20 人 18 18 

 

イ．学生数の管理についてはデータ編「表 F-4 学部・学科の学生定員及び在籍学生数」の

通りである。 
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 (2)４－１の自己評価 

  ア．入学者選抜方針は「入試委員会」で原案を検討・作成し、「教授会」にて決定する。こ

れに基き、入試説明会、ホームページ、オープンキャンパス、各種パンフレットにより

志願者に周知している。 

イ．入試実施業務は学長を統括責任者として全教職員で行い(専攻科は受験者が尐なく、一

部教職員で実施)、適切に行われている。 

ウ．学部の志願者動向は、衛生技術学科では減尐、放射線技術学科では増加、看護学科で

は微減したが学部全体で 1220 人であり、前年比 96.4%であった。 

エ．助産学専攻科の入学者 17 人と、定員にわずかに満たなかった。 

 

 (3)４－１の改善・向上方策(将来計画) 

  ■保健科学部 

ア．前年度からの志願および入学者の動向を検討し、試験区分、募集人員および試験日の

日程を決定する。 

イ．受入れ方針および受験資格の検討を行い、入学生の入学後の追跡調査により本年度よ

り導入した推薦入学試験における受験資格における評定基準について検証をする。 

ウ．現在、定員は確保できているが、志願者数は伸び悩んでおり、特に衛生技術学科志願

者数は減尐している。また、志願者の愛知県や岐阜県等近隣への集中化が進んでいるこ

とから、将来の就職への影響も懸念される。今後、本学全体や各学科が持つ特長を再度

見直し、学校案内やホームページの改訂、東海・北陸地方の高校訪問強化などの広報活

動を強化し、本学の魅力をアピールし志願者増加に努めていく。 

■助産学専攻科 

・「学位(学士)を有する者」という出願資格が大きな障壁となっているが、4 年制看護大学

の増加と共に、志願者は増加すると思われる。ただ、暫くは厳しい状況が続くものと予

想されることから、本学看護学科との協調および在学生への進学への興味を大きくする

活動(説明会など)を実施し、本学卒業生の進学数を増加させる活動も強化していく。 

 

 基準４－２．学生への学習支援の体制が整備され、適切に運営されていること。 

 (1)４－２の事実の説明(現状) 

 ４－２－① 学生への学習支援体制が整備され、適切に運営されているか。 

  ア．「教務委員会」、「学生委員会」を月 1 回開催して、学生の学習に関する諸問題について、

迅速に対応して改善に努めている。 

イ．基礎学力向上対策 

入学時に学力レベルの差が顕著に見られ、基礎学力の向上が必要不可欠となっている。

それを補うためにリメディアル教育を実施した。入学者に対して、基礎科目(数学・物理・

化学・生物・国語・英語)のオリジナルテキストを作成し、入学予定者全員に郵送し、入

学までの課題とした。また、推薦入試による入学者には、加えて模擬テストの添削を行

った。この取組みは入学後教育へ連動させ、平成 21(2009)年度より衛生技術学科は数学・

生物、放射線技術学科は数学、看護学科は国語・生物の補習授業を実施した。受講生は

「基礎学力診断テスト」の結果と希望者を対象とし、各科目 90 分で 7 コマずつ 5 時限目
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を利用して行った。更に、平成 23(2011)年度からは、全学科とも基礎分野カリキュラム

に「基礎数学」「基礎物理学」「基礎化学」「基礎生物学」を選択科目として配し、「基礎

学力診断テスト」の結果を参考に履修指導を行った。また、国語は新たに「アカデミッ

ク技法」として、全学科の必修科目とした。 

 ウ．担任制の実施 

学科学年毎に 2 クラス編成にし、各クラスに複数の担任を配し、学生の学習、生活等に

対する種々の問題について相談、助言、指導等を行い、学生支援を行っている。また担

任は学生の窓口に加えて、前後期の成績の傾向、変化をみて助言を与えると共に、成績

表にコメントを記して本人と保護者に送付し、その状況で相談事、仔細について保護者

との情報交換を行う。学生との接触をきめ細かに行う方針で学生支援を行なっている。 

 エ．国家試験対策 

特に 4 年生の国家試験対策の為、補講、模擬試験、課題提出と採点、模擬試験結果によ

る居残り学習の指示を行い、国家試験合格への支援を行っている。また、試験時には、 

  前日泊による教員の引率を行い、学生の支援を行っている。 

 オ．国家試験対策用教室の開放 

  国家試験の直前学習を学内で自習したい学生のため、平成 22(2010)年 1 月 15 日～2 月

20 日の土曜、日曜、祝日の 9：30～17：00 の間、教員が交替で担当し 6 号館を開放し

た。 

 カ．資格取得支援 

  放射線作業主任者、食品衛生管理者、健康食品管理士、上級バイオ技術者等関連資格の 

  学習指導を講習会や個人指導により行い、また受験場の学校使用により取得支援を 

行っている。 

 キ．ポータルサイトの運用開始 

  平成 22(2010)年度より「学務システム」に連動した学内にポータルサイトをオープンし

た。  学生は、それぞれの ID を持ちログインすることにより個人の履修科目、週間ス

ケジュ－ルが表示され、履修科目の担当教員と Web 上でのやりとりが可能である。また、

補講や休講、その他学内連絡などが学生課から発信でき、携帯でも受信が可能である。

運用開始にあたり全教職員に「使用研修会」を行い、一部の授業や「授業評価アンケー

ト」に活用され始めている。また学生への連絡ツールとして活発に利用され効果をあげ

ている。 

ク．無線 LAN エリアの拡充 

  学内のどこにいても学生がインターネットを活用できるようアクセスポイントの拡充を 

  行った。 

ケ．パソコン自習室の利便性拡充 

  現在 68 台が設置されていて、学生が自由に利用できる。従来、入室には学生課で入室 

  証を借りなければならず、また利用時間も 18 時までであり時間延長要望が出ていた。 

  このため、学生証を IC カード化して、入口に入退出システムを設けることで、入室証 

  を借りる手間がなくなり、また利用時間も 19 時 30 分まで延長した。 

コ．保護者懇談会の実施 

 平成 22(2010)年度は 4 月に 4 年生を対象に(平成 23 年度からは 2 年生、4 年生対象)、本
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学において教員と保護者、学生の 3 者面談を行い、学修状況の説明や指導、就職相談等

を行っている。 

 

 ４－２－② 学士課程、大学院課程、専門職大学院課程等において通信教育を実施している場

合には、学習支援・教育相談を行うための適切な組織を設けているか。 

  ・該当なし。 

 

 ４－２－③ 学生への学習支援に対する学生の意見等を汲み上げる仕組みが適切に整備されて

いるか。 

  ア．年 2 回授業評価アンケートを実施し、その結果をもとに学科長は各教員と面談し、授

業改善に取り組んでいる。更に、教員は年度末に担当授業の自己点検評価を行っており、

教員間で自由に閲覧できる。また、「神野学園研修会」では導入教育がテーマとされ、よ

り良い授業が展開されるように努めている。 

イ．学生と教員のコミュニケーションを密にするため、各クラスに担任を数人配置し、入

学後、半期ごと、必要に応じて面談、助言を行ない就学への支援を行なっている。 

ウ．「学科会議」で学生に関する情報交換を行い、指導の必要な学生については共通の支援

姿勢で対応し、受講姿勢、勉学意欲の向上を図っている。 

エ．ポータルサイトを通じ、科目担当教員と学生が Web 上でやりとりできる体制になって

いる。 

 

 (2)４－２の自己評価 

  ア．本学は入学した学生全員の国家試験合格が使命となっており、1 年次から 4 年次まで   

きめ細かい学習指導を行っている。特に最近は基礎学力が低下してきており、補講等を

通し学力の引き上げを図った。 

イ．ポータルサイトの運用開始、無線 LAN ポイントの充実、パソコン自習室の利便性向

上等により学生の学習環境整備を行った。 

ウ．国家試験対策を充実させ、平成 22(2010)年度の合格率は各学科とも全国平均を上回っ

た。 

 

 (3)４－２の改善・向上方策(将来計画) 

  ア．学生満足度調査は「教授会」、「学生委員会」等で内部公表しており、指摘事項の内容

について教職員及び関連部署が協力改善する。授業アンケート結果への対応状況を学生

に知らせる事については、「FD・SD 委員会」で議論を進める。 

イ．4 年生の国家試験対策について、その年次の学生の資質を把握して補講、居残り学習を

行う。 

ウ．ポータルサイトについては、教員のパソコンのスペックが老朽化等により不足してお

り、一部の授業での使用に留まっている。しかしながら、利用した授業においては大き

な効果をあげており、また、平成 23(2011)年度において教員パソコンの整備を行う計画

であることから、使用している授業の事例を紹介する等、引き続き教員へ研修会等を行

い、利用の拡大を図っていく。 
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 エ．平成 23(2011)年度に設置した「教育支援センター」を活用し、1 年生の基礎教育、4

年生の国家試験対策の充実を図っていく。 

 

 基準４－３．学生サービスの体制が整備され、適切に運営されていること。 

 (1)４－３の事実の説明(現状) 

 ４－３－① 学生サービス、厚生補導のための組織が設置され、適切に機能しているか。 

  ア．学生部(1 階玄関窓口)では、就学相談及び厚生補助に関する業務の窓口として、適宜相

談内容により教職員と連絡を密にしている。また、「学生相談室」を設け、臨床心理士の

資格を持つ教員が対応している。 

イ．「学生委員会」を組織し、月 1 回定期的に委員会を開催して、学生に関する諸問題につ

いて迅速に対応している。年間を通じて「交通指導」、「マナー指導」、「禁煙指導」等を

学生委員、その他教職員を含めて実施しており、医療従事者を目指す学生の日常生活面

での教育にも力を入れている。 

 

 ４－３－② 学生に対する経済的な支援が適切になされているか。 

  ア．日本学生支援機構及びその他の奨学金を積極的に紹介して、学生の勉学環境整備の面

で重要な、経済的支援に関して努力している。平成 22(2010)年度は、日本学生支援機構

481 人、その他の各種団体 22 人、合計 503 人であった。全学生のうち 43.0 %の学生が

奨学金を利用した。 

イ．「特待生制度」(年間授業料 35 万円免除)により 4 年次生を対象に、各学科 3 人、計 9

人の経済的支援を実施した。 

ウ．平成 22(2010)年度入学生より「特待入学生制度」を設け「特待入学試験」を行い、合

格者には入学後 4 年間に渡り年間授業料全額(70 万円)を免除している。平成 23(2011)年

度は 6 人が合格し入学している。(募集定員は保健科学部で 6 人まで) 

エ．学納金は、「授業料等の徴収猶予規程」により、徴収猶予及び半期で最大 3 回まで分納

の申請ができ、利用されている。(平成 23(2011)年度前期：延納者 12 人、分納者：9 人) 

オ．平成 22(2010)年度から株式会社オリエントコーポレーションと提携し奨学ローンの取

扱いを開始した。原則として連帯保証人がいらず、また金利も銀行金利並であることか

ら利用されている。(平成 23(2011)年度前期：利用者 5 人) 

  

 ４－３－③ 学生の課外活動への支援が適切になされているか。 

  ア．クラブ･サークル活動に関してはすべての部に顧問を配し、他には活動援助金(自治会

費より拠出)により積極的に支援している。平成 22(2010)年度、クラブ、サークルは体育

系 15(バスケットボール部、バレーボール部、バトミントン部、テニス部、フットサル、

サッカー部、野球部、剣道部、卓球部、軟式テニス部、球技サークル、弓道部、山岳サ

ークル、よさこいサークル、ダンスサークル)、文科系 13(ボランティアサークルピュア、

軽音楽部、茶道部、地域活性化サークル、現代視聴覚研究会、看護学科ボランティアサ

ークル、文学研究会、書道同好会、PAS(英会話)、芸術部、ダーツ同好会、臨床検査研究

同好会、微生物検査を楽しむ会)であり、授業時間数の多い中、また施設が尐ない中、同

好の学生が集い、課外活動を行っている。平成 22(2010)年 7 月に行った 1 年生、3 年生
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対象のアンケート調査によると、学生のクラブ・サークル参加率は、1 年生で 62.4％、3

年生は 35.9％となっている。(3 年になると専門教育、病院実習等で多忙になり参加率は

下がる) 

イ．学内施設として、6 号館教室の一つを学生に開放し、昼休みや放課後に自由に利用でき

るようにした。ダンス系サークルや卓球等の練習に利用されている。 

ウ．軟式野球部は岐阜県学生軟式野球連盟の代表として、全日本学生軟式野球選手権大会 

(於広島)に出場し、また東日本学生軟式野球選抜大会では優勝を果たした。その際に選手

達の旅費の一部を学生自治会及び教育後援会より支援した。 

 

 ４－３－④ 学生に対する健康相談、心的支援、生活相談等が適切に行われているか。 

  ア．「学生相談室」は 5 年目を迎え、随時学生からの相談を受付けている。平成 22(2010)

年 4 月より平成 23(2011)年 3 月までに 25 人、延べ 108 件の相談が行なわれた。内訳は、

平成 21(2009)年度からの継続学生が 4 人、再来学生が 8 人、新規が 13 人であった。 

イ．今年度は放射線技術学科の利用者が増え、3 学科の利用状況がほぼ同じであった。助産

学専攻科の学生の利用が尐ない傾向は変わらなかった。(表４－３－１) 

ウ．学年別では 1 年生の利用が減った。(表４－３－２) 

エ．回数別で見ると今までと同様、1～2 回の単発利用者が多く、今年度は過半数を占めた。

(表４－３－３) 

オ．例年のようにメンタル面に関する相談は多いが、今年度は対人関係の相談が 3 割近く

を占め、最も多かった。それらに次いで学修面に関する相談が多かった。(表４－３－４) 

表４－３－１「科別利用者数」(人) 

 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 

衛生技術学科 10 6 12 7 

放射線技術学科 2 3 3 8 

看護学科 12 14 14 10 

助産学専攻科 0 0 0 0 

 

表４－３－２「学年別利用者数」(人) 

 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 

1 年生 8 7 16 4 

2 年生 11 11 5 12 

3 年生 5 5 5 6 

4 年生 0 0 3 3 

 

表４－３－３「回数別利用者数」(人) 

 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 

1～2 回 14 10 10 14 

3～5 回 5 6 9 5 

6 回以上 5 7 10 6 
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表４－３－４「相談内容別面接件数」(件)(重複含む) 

 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 

学修 27 28 37 33 

進路 1 1 6 4 

対人関係 15 16 24 39 

学生生活 1 4 5 4 

メンタル 61 36 71 36 

性格・その他 14 18 26 15 

ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ － － 9 2 

 

カ．平成 22(2010)年度の相談室利用が昨年度に比べて減尐したのは、1 年生の利用が尐な

かったためだと考えられる。平成 22(2010)年度は「FD・SD 研修会」で 2 回、学生のメ

ンタルケアに関する話題が取り上げられ、内 1 回は、カウンセラーが本学における相談

室を利用した学生の状況を報告した。次年度以降、教職員との連携をスムーズに行うた

めの地ならしができた。 

 

 ４－３－⑤ 学生サービスに対する学生の意見等を汲み上げる仕組みが適切に整備されている

か。 

  ア．学生生活アンケートを実施し、生活面での要望を聞くことで、改善の参考としている。 

イ．1 学年に複数の担任を配し、学生との接触の中で意見を聞き、改善につなげている。 

 

 (2)４－３の自己評価 

  ア．学生への厚生補導においては、学生課と「学生委員会」が連携し、きめ細かい対応を 

行っている。 

イ．学内全面禁煙を実施後 5 年が経過し、その間学内巡回やポスター掲示による「禁煙指

導」を全学挙げて推進した。健康への影響や受動喫煙の害を説明し、新たに喫煙をしな

いような支援を行っている。 

ウ．「学生相談室」は、各学年に新年度のオリエンテーション、及び保護者懇談会で保護者

も含めて相談可能の説明をしたためか、利用者が多くあり学生の心的面への支援になっ

ている。 

エ．学生への経済的支援に関しても、クラス担任を通じた相談を行い、またできる限り納

入期限を延長するなど努力している。 

 

 (3)４－３の改善・向上方策(将来計画) 

  ア．敷地面積や経費増大等の問題によりスクールバスの増便や駐車場拡大等が難しい面は   

あるが、土地の購入等による駐車場拡大や施設整備を検討しており、できる限り学生サ

ービスの向上を図っていく。 

イ．「国際性」を高めるために平成 23(2011)年 3 月には「ハワイ短期留学」で語学研修(ハ
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ワイ大学カピオラニコミュニティカレッジ)、病院見学(クイーンズメディカルセンター)、

異文化体験を実施し、41 人の学生が 14 日間の海外研修を行った。また、平成 22(2010)

年 3 月には「ヨーロッパ研修旅行」(ドイツ･フランス)を実施し、18 人の学生が海外研修

を行った。 

ウ．クラブ、サークル活動については、今後も新規のクラブ活動を促し、活動の活発化を

支援する。 

エ．「学生相談室」は開設して 5 年が経過し、学生の認知度は高まっている。次年度以降、

悩みをかかえた学生の利用を促進するために、担任からの積極的な案内を含めて、自ら

は躊躇する学生に対して、利用が高まる方向に努力する。 

 

 基準４－４．就職・進学支援等の体制が整備され、適切に運営されていること。 

 (1)４－４の事実の説明(現状) 

 ４－４－① 就職・進学に対する相談・助言体制が整備され、適切に運営されているか。 

  ア．事務局に、就職課を置き、「就職委員会」として各学科教員 10 人と就職課職員 2 人で

構成されている。また、各学科には就職担当者(学生の希望の把握、内定状況把握)が置か

れている。 

イ．求職情報およびアンケート結果を元に各学科の就職担当者と就職委員が、学生と円滑

なコミュニケーションをとりながら、就職・進路に関するアドバイスをおこない、個々

における指導を行っている。 

 

 ４－４－② キャリア教育のための支援体制が整備されているか。 

  ・就職支援として 15,000 通弱の求人依頼を発送し、各担当者への情報提供に加え、就職

資料コーナーの充実(求人票 1,900 件弱)を図り、各種の講座・ガイダンス・セミナー等を

企画・運営している。内容としては、下記のとおりである。 

①外部講師を招いて、マナー身だしなみの実技(本科 2 年生 3 コマ･3 年生 1 コマ･4 年 2

コマ･専攻科 1 コマ計 7 コマ)、自己分析・面接ロールプレーイング講座(本科 3 年対象

3 コマ)、就職支援講座 5 月、9 月、2 月(3 年生対象・計 18 コマ)、4 月(4 年生対象 6

コマ) の年 4 回、を開催。 

②就職活動での基礎知識の学習として、就職ガイダンス(これからの就職活動について 2

年生対象 3 コマ・ワンポイントアドバイス、3 年対象 3 コマ・ワンポイントアドバイ

ス、3 年対象 3 コマと専攻科対象 1 コマ)を開催し、その時期における具体的な就職活

動の説明を実施。 

③全学科対象の就職セミナーとして「求められる医療技術者とは」の演題により各施設・

病院の局長・技師長が講演を行い、学生の意識向上に役立つセミナーを開催している。

また、卒業生を招き、各学科単位の就職セミナーも開催している。卒業生から最新の

現場の情報を聞くことが出来、職業と就業のイメージと意識の確立に役立てている 

④基礎学力判定模試および公務員試験過去問題配布を対象学年に対し実施し、学生の学

力を客観的に確認させると共に向上させている。 SPI(Synthetic Personality 

Inventory)模試も各学科(3～4 年生対象)に実施。模擬面接・履歴書・エントリーシー

ト等の添削を就職担当の教職員が行い、内定までの就職活動におけるきめ細かな指導
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をおこなっている。 

⑤ポータルサイトを通じ、学生が個人の希望にあった求人情報を検索できるようシステ

ム導入を行った。このため、全対象学生に対し、情報処理教室において、実際に 

 本就職システムを操作しながら、テキストに基づきガイダンスを行った。 

 

 (2)４－４の自己評価 

  ア．アンケート調査等を行い学生の動向をつかみ、「就職委員会」で指導方針・スケジュー

ル等を検討・決定し、各学科の実務担当者と協力して指導を行なっている。2 年生には 7

月にアンケートと 1 月の就職課ガイダンスで就職意識導入を行い、早期の就職に対する

意識を持たせている。また、学生には、就職に必要な社会人としての行動と教養が身に

付くよう、様々なセミナー・講座を実施している。 

イ．模擬面接の実施時や履歴書等の添削時に学生の意見などを直接聞いて、要望等を反映

させながら指導を行っている。 

ウ．国際医学総合技術学院や岐阜医療技術短期大学時代を含めた本学卒業生や教員の個人

的関係による紹介などを最大限に利用し、親身になったきめ細かな学生指導を行ってい

る。 

エ．このような活動の結果、平成 23(2011)年 3 月卒業生の求職(進学)志望者の就職率は、5

月1日現在で衛生技術学科95.9(97.2)％、放射線技術学科90.3(96.8)％、看護学科100.0％、

助産学専攻科 33.3(86.7)％であった。(なお、( )内は 6 月 10 日現在) 

 

 (3)４－４の改善・向上方策(将来計画) 

  ア．就職に対する意識を高めるため、セミナー・講座等の開講を増加・工夫しているが、

就職し社会人となるための意識・意欲のなさが学生に見受けられる。また、有資格職種

への就職のため、国家試験合格が当然最優先され、学生は国家試験合格の意識が強く、

就職活動時期が遅れてしまう傾向が依然としてある。また、就職活動時期と、臨地(床)

実習が同一時期のため、求人時期のタイミングを逃さぬよう学生に指導するとともに、3

年次 2 月末までに学生のメール登録をおこない、実習中や夏期休暇期間には、学生と就

職課間でのメール配信による情報の提供を週 2～3 回の頻度で行えるよう整備して、より

身近な情報の取得を可能にし、意識と行動を同期させる。 

イ．4 年制大学になって以降、入学者は岐阜、愛知等の近隣出身者の割合が増加している。

このため、学生が地元での就職を希望した場合、近隣の病院等の医療機関への就職が飽

和する恐れがある。今後、新規の近隣医療機関の開拓や東海、北陸といった近県地域の

医療機関の開拓ならびに実習先との関係強化による就職対策に努めていく。 

ウ．ポータルサイト、就職システムの充実により、学生の就職情報の検索・収集が容易に

なったことから、見学会・インターンシップ等を学生に勧めて、よく考えた上での応募

先の決定を促す。 

 

 ［基準４の自己評価] 

  ア．アドミッションポリシーは明確化されており、入学者選抜は適切に運用されている。   

適切な選抜により学部においては募集定員を確実に確保している。専攻科はやや募集   
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定員を下回っており課題となっている。 

イ．入学人員は適切に管理され、留年・退学・休学等も尐なく在学生数は適正である。デ

ータ編表4-7の通り平成22(2010)年度の4年間卒業率は87.6％と高い数字となっている。

適正な在学生数であることから「臨地実習」なども円滑に行われ、効果的な学習が実施

されている。 

ウ．学生の学習支援には、基礎学力向上対策を行い、またクラス制により担任が出席情報、

成績等の情報を把握して、学生個々に助言指導を繰り返している。国家試験対策も綿密  

に行われ、全国平均に比べ高い合格率[平成 22(2010)年度結果 臨床検査技師：90.2％ 

(全国平均 67.0％)診療放射線技師：92.8％(全国平均：71.1％)看護師：100％(全国平均：

96.4％)保健師：85.3％(全国平均 89.7％)となった。 

エ．授業改善については、「神野学園研修会」や、教員へ「授業評価アンケート」の結果を

配布する等により、授業の反省、改善につながるよう情報を提供している。更に学科の

他の教員の評価も提示し、個人の評価基準の参考にするようにしている。 

オ．学生サービス、経済的支援についても、きめ細かい体制をとっており、また「学生生

活アンケート」を通じた改善に努めている。課外活動については、本学の性格上、正規

授業の負担が大きく時間的余裕が尐ないこと、実習に多くの時間を費やすこと等から 

制限も多いが、できる限りの支援を行っている。このような中、野球部は東日本学生軟

式野球大会で優勝という快挙を遂げた。 

カ．就職支援体制は「就職委員会」、就職課そして各学科の就職担当教員の連携の下、「就

職支援講座」、「採用側講演」、「卒業生講演」と座談会、模擬面接等を含めきめ細かに対

応している。このような活動の結果、平成 22(2010)年度卒業生の就職(進学)希望者の就

職率は保健科学部全体で 95.6.％(平成 23(2011)年 5 月 1 日現在)であった。(※医療機関の

場合、例年これから就職率が上がっていき 8 月末には 100％に近くなる。)また、医療従

事者の就職には資格取得が必要なため、国家試験合格を待って就職活動をする学生もお

り、卒業と国家試験終了後も情報を個人宛に送り、助言を続け就職決定まで支援してい

る。 

 

 ［基準４の改善・向上方策(将来計画)]  

  ア．志願者数は定員の 5 倍程あるが、他大学との併願が多く、合格しても入学する割合が

低く実質倍率は 2 倍ほどとなっている。現状では適切な入学人員を確保しているが、入

学後の国家試験合格までの学習指導を勘案し、また社会に貢献できる医療技術者を養成

するため、できる限り高い意思で医療技術者目指し、また基礎能力を有する学生を確保

したい。そのためには、建学の精神、「教育目標」に沿って受験者にとりメリットのある

入試方式を検討し実施する。同時に学生育成における実績を上げ、学校としての知名度、

ブランド力をあげていく必要がある。 

イ．本学が伝統として培ってきた、学生、保護者、教員との密な接触で情報交換を継続し

て行い、人間力と知力を有する学生の輩出のために、教職員が努力を続ける。 

 また、メンタル面でもサポートが必要な学生が増加していることから、教職員研修等を

強化し細かいサポートを行っていく。 

ウ．学生が自学自習の姿勢を付けるべく、担任を始めとして「基礎分野」担当教員及び「基
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礎セミナー」担当教員が意識して助言、指導を行なう。また、ポータルサイトの活用や

ICT (Information and Communication Technology)を活用した情報教育システムの整

備を進め自主学習を活発化していく。 

エ．中期計画の中で施設整備計画を展開し、学生にとって充実したサービスを提供できる 

よう順次実行していく。 

オ．就職については、情報システムの強化を行い、また新規就職先の開拓を進める。更に、

就職試験を突破できる実力と対応力を低学年から意識して身に付けるよう指導を続け

る。 
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基準５．教員 

 基準５―１．教育課程を遂行するために必要な教員が適切に配置されていること。 

 (1)５－１の事実の説明(現状) 

 ５－１－① 教育課程を適切に運営するために必要な教員が確保され、かつ適切に配置されて

いるか。 

  ・平成 23(2011)年 5 月 1 日現在の保健科学部の教員数は、大学設置基準に定める必要専任

教員数 42 人を上回る 62 人を配置しており、基準を満たしている(表５－１－１「科別教

員数一覧」、表５－１－２「教員年齢構成一覧」)。 

表５－１－１「科別教員数一覧」          (平成 23 年 5 月 1 日現在) 

学部 

 
学科 

専任教員 

助手 計 
教授 

設置 

基準 
准教授 講師 助教 計 

設置

基準 

保
健
科
学
部 

衛生 

技術 

8 4 1 7 2 
18 

8 
1 19 

44.4% +4 5.6% 38.9% 11.1% +10 

放射線 

技術 

8 4 3 6 2 
19 

8 
1 20 

42.1% +4 15.8% 31.6% 10.5% +11 

看護 
6 6 6 4 9 

25 
12 

5 30 
24.0% ±0 24.0% 16.0% 36.0% +13 

*学部計* 
22 21 10 17 13 

62 
42 

7 69 
35.4% +1 16.1% 27.4% 21.0% +20 

助産学専攻科 
1  0 1 1 

3  0 3 
33.3%  0.0% 33.3% 33.3% 

計(全体) 
23  10 18 14 

65  7 72 
35.4%  15.4% 27.7% 21.5% 

 

表５－１－２「教員年齢構成一覧」(助手を除く)       (平成 23 年 5 月 1 日現在) 

年齢 
保健科学部 保健科学部 

合  計 

助産学 

専攻科 衛生技術 放射線技術 看護 

66 歳以上 0 0.0% 2 10.0% 1 3.3% 3 4.8% 1 33.3% 

56～65 歳 5 26.3% 4 20.0% 9 30.0% 18 29.0% 0 0.0% 

46～55 歳 4 21.1% 4 20.0% 5 16.7% 13 21.0% 1 33.3% 

36～45 歳 7 36.8% 5 25.0% 9 40.0% 21 33.9% 1 33.3% 

 ～35 歳 2 15.8% 4 25.0% 1 10.0% 7 11.3% 0 0.0% 

計 18 
19 25 62 3 
 

 ５－１－② 教員構成(専任・兼任、年齢、専門分野等)のバランスがとれているか。 

  ア．専任・兼任の教員比率はデータ編表５－４のとおりである。 

①衛生技術学科 ：専兼比率は｢基礎分野｣52.8%、｢専門基礎分野｣87.1％、｢専門分野｣82.2％ 

②放射線技術学科：専兼比率は｢基礎分野｣50.0%、｢専門基礎分野｣87.7％、｢専門分野｣80.9％ 

③看護学科   ：専兼比率は｢基礎分野｣55.3%、｢専門基礎分野｣53.4％、｢専門分野｣94.2％ 

 全体として「基礎分野」が 50％程度なのは、本学が医療技術系学校のため教養系教員を

非常勤とせざるを得ないことである。また、看護学科の「専門基礎分野」の専兼比率が

53.4％なのは、医学系科目を多く配しているためである。全体としては、「専門基礎分野」、
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「専門分野」は 80％以上を専任教員で担当して、質の高い教育を展開している。 

イ．年齢バランスは表５－１－２及びデータ編表 5-2 のとおりである。全体として 

 各年齢分野にバランス良く教員を配している。 

ウ．専門分野については、80％以上を専任教員で担当していることからわかるように 

 必要な専門分野にバランス良く配置している。 

 

 (2)５－１の自己評価 

  ア．設置基準(衛生技術学科：教員 8 人(内教授 4 人)、放射線技術学科：教員 8 人(内教授 4

人)、看護学科：教員 12 人(内教授 6 人)、加算教員 14 人(内教授 7 人)、合計教員 42 人(内

教授 21 人))の専任教員数を満たし問題ない。 

イ．専任・兼任比率の専任比率は「専門基礎分野」、「専門分野」においては各学科とも 80％

以上である。また、年齢構成、各専門分野についてもバランス良く教員を配置している。 

 

 (3)５－１の改善・向上方策(将来計画) 

  ・学生への教育・研究さらに指導を含め、今後も専任、兼任、年齢層、男女、専門教科等

において適切な教員の配置を行なう。 

 

 基準５―２．教員の採用・昇任の方針が明確に示され、かつ適切に運用されていること。 

 (1)５－２の事実の説明(現状) 

 ５－２－① 教員の採用・昇任の方針が明確にされているか。 

  ア．教員の採用については、大学設置基準、養成所指定規則を充たし、かつ専門教科別の 

バランス、担当授業時間数負荷等を判断し採用を行っている。具体的には、各学科から

の要望に基づき、学長、学部長、事務局長で相談して公募等の募集を行い、候補者につ

いては本学規程に基づき採用を行う。 

イ．教員の昇任については、本人の能力、業績等を勘案し、また各学科・専攻科内のバラ

ンス等を配慮しながら本学所定の手続きに沿って行っている。 

 

 ５－２－② 教員の採用・昇任の方針に基づく規程が定められ、かつ適切に運用されているか。 

  ア．教員の採用・昇任については、手続きを「岐阜医療科学大学 教員採用及び昇任規程」

に定め、審査を「岐阜医療科学大学教員選考基準」「岐阜医療科学大学教員選考委員会規

程」に定め、厳格な運用を行っている。 

イ．教員の採用・昇任についての運用は、候補者の教育・研究業績、教育経験、臨床経験

などを本学の職位に対する規程「岐阜医療科学大学教員選考基準」に準じて、「岐阜医療

科学大学教員選考委員会規程」に基づく「教員選考委員会」(学長、学部長、当該者に係

わる学科若干名)で総合的に判断し、「教授会」、「理事会」承認を経て行っている。 

 

 (2)５－２の自己評価 

  ・教員の採用・昇任についての方針は明確であり、手続きは本学規程に基づき厳格に行っ

ている。 
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 (3)５－２の改善・向上方策(将来計画) 

   ア．今後も、大学設置基準、養成所指定規則に定められる教員を配置し、また教員の職位、

専門教科、年齢のバランスを考慮しながら採用・昇任を実施していく。 

 イ．昇任に関しては平成 24(2012)年度より「学校法人神野学園人事評価規程」に基づき実

施する計画である。 

 ウ．専任教員、特に若手教員の大学院入学、修士及び博士の学位取得を推奨するとともに、

学内研究費の配分で支援を継続する。 

 

 基準５―３．教員の教育担当時間が適切であること。同時に、教員の教育研究活動を支援する

体制が整備されていること。 

 (1)５－３の事実の説明(現状) 

 ５－３－① 教育研究目的を達成するために、教員の教育担当時間が適切に配分されているか。 

  ■本学全体 

  ア．平成 22(2010)年度における週当り平均担当授業時間数を表５－３－１に示す。本学で

の教育は授業時間割表に記載されている講義、実験実習等の担当時間だけでなく、担任

としての指導、講義に関する指導等の業務に対して、週１日の研修日を除き出勤、対応

することとしている。なお研修日も学内業務のあるときは学内業務を優先としている。 

教員の授業担当時間は、前期、後期15週を基礎として、講義、実験・実習は90分をも

って1コマ(2時間換算)としている。 

表５－３－１「週当り平均担当授業時間数」 

平均授業時間数 
保健科学部  助産学 

専攻科 全体 衛生 放射線 看護 

0以上5未満 7 2 2 3  0 

5以上7.5未満 9 1 6 2  0 

7.5以上10未満 17 6 1 10  0 

10以上12.5未満 13 6 2 5  0 

12.5以上15未満 9 4 3 2  0 

15以上17.5未満 7 0 3 4  0 

17.5以上20未満 0 0 0 0  0 

20以上 0 0 0 0  3 

合計 62 19 17 26  3 
 

  イ．表５－３－１のとおり、各学科、専攻科の特性に合わせ偏ることなく適切に配分され

ている。 

 

 ５－３－② 教員の教育研究活動を支援するために、TA(Teaching Assistant)・RA(Research 

Assistant)等が適切に活用されているか。 

  ・現在大学院を設置していないことと、在学する学部学生は各学科共に履修すべき時間数

が多いことから、SA(student assistant)、TA(teaching assistant)を置くには至っていな

い。 
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 ５－３－③ 教育研究目的を達成するための資源(研究費等)が、適切に配分されているか。 

  ア．各教員の研究費を表５－３－２に示す。研究費は物品費、旅費等、幅広い使用を可能

としている。 

表５－３－２「個人研究費一覧」 

        (単位：円) 

  職位 教授 准教授 講師 助教 助手   

  年額上限 600,000 500,000 400,000 300,000 300,000   

イ．個人研究費以外に学内特別研究費が在り、申請のあった研究を「教育・研究推進委員

会」が審査し「教授会」で承認を得た後、学長から交付される。なお交付を受けた教員

は研究内容の進捗状況を学内で行われる学内学術セミナーにて発表を行なっている。 

ウ．他には文部科学省の科学研究補助金や研究助成財団などからの研究助成金を含めた外

部資金の申請による採択としている。 

エ．学内特別研究費(予算 350 万円)は、学内公募により研究を募り、「教育・研究推進委員

会」にて審議し、「教授会」の承認を得て表５－３－３「平成 22(2010)年度特別研究費

交付一覧」の通り交付した。 

 

表５－３－３「平成 22(2010)年度特別研究費交付一覧」 

    (単位円) 

研究代表者名 所属 職位 研究課題 交付金額 

中野純子 看護学科 助教 褥婦における生体試料中の

葉酸定量および栄養状態の

調査 

1,500,000 

南 武志 衛生技術学科 助教 酸化型。還元型アルブミンに

関する研究 

272,678 

吉田貴博 放射線技術学科 講師 雑音中の超低振幅信号に対

する存在有無の検出の試み 

499,990 

堀井亜希子 放射線技術学科 助教 液晶モニタ上における縮小

画像の画質評価 

305,980 

小木曽加奈子 看護学科 准教授 介護老人保健施設における

認知症高齢者のBPSDに対

するケア実践者の認識につ

いて 

171,900 

 

上平公子 看護学科 助教 地域で見守る子育て支援シ

ステムに関する研究 

87,700 

藤吉恵美 看護学科 助教 血管内皮機能の日内変動に

関する研究 

436,208 

長屋江見 看護学科 助手 岐阜県を貫流する木曽川水

域における細菌汚染調査 

224,995 



岐阜医療科学大学 

 - 60 - 

オ．さらに「研究倫理委員会」、「紀要委員会」を置き、倫理面の審査、研究発表の機会を

作り、研究の活性化，倫理面の公正化への努力をしている。 

 

 (2)５－３の自己評価 

  ■本学全体 

  ア．TA,SA については今後検討していく必要があるが、時間数の多い教育カリキュラムの

ため SA を実行するのは難しい。 

イ．本学では研究活動の支援をしており、個人研究費は有効に利用されている。 

 

 (3)５－３の改善・向上方策(将来計画) 

  ア．各学科共に担当する授業コマ数の幅が広く、またその中で実験実習科目を担当する場

合は、準備、片付けに相当な時間を要する。これらの科目担当者に助手を配して、学生

個々に目が届く支援が出来る体制をとる。 

イ．研究費については、内部経費ばかりでなく科研費等の外部競争的助成金との併用など

を活発化していく。 

 

 基準５―４．教員の教育研究活動を活性化するための取組みがなされていること。 

 (1)５－４の事実の説明(現状) 

 ５－４－① 教育研究活動の向上のために、FD 等組織的な取組みが適切になされているか。 

  ■岐阜医療科学大学 

  ・FD 活動は教員のみが推進することで解決する内容ではなく、事務職員特に学生課を中心

とする職員も重要な役割を担っているとの観点に立ち、「FD・SD 委員会」として取り組

んでいる。平成 22(2010)年度の委員会構成は前年度と同じで、3 学科各 2 人の委員に加

え、学生課長による構成とした。 

①授業アンケート調査 

前期、後期の定期試験終了後、全学生に対し科目ごとに授業に対するアンケートを実施

している。実施項目は「FD・SD 委員会」で協議した内容になっている。結果は各教員

に配布し、授業の改善に努めている。 

②「FD・SD 研修会」 

毎年 2 回実施しているが、平成 22(2010)年度も前年度と同様に 9 月と翌年の 3 月に開催

した。9 月の研修会では“本学が高校生からどのように見られているか”をテーマに、

株式会社リクルートのカレッジマネージメント編集長の小林浩氏から「大学の個性化は

進んでいるか」について講演を頂き、3 月の研修会では昨今の大学生の精神的状況を踏

まえて日本精神分析学会認定心理療法士の浅井真奈美先生から｢学生の精神ケア｣につい

て講演を頂いた。この研修会では事務職員も参加しており、学生に対する情報の共有に

なっている。 

③FD 推進活動 

学外研修会への教職員の派遣についても議論し、実施している。平成 22(2010)年度は 8

月の山形大学の研修会に教員 1 人が参加し 9 月の学内研修会で報告が行われた。また、3

大学コンソーシアム京都主催で 3 月に開催された FD フォーラムには定員一杯で参加す
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ることができなかった。 

④授業参観 

平成 22(2010)年度は各学科で学科長から推薦された教員の授業を参観する形式で、全教

員に対して後期の授業を対象として行い、昨年と同様な内容でアンケート調査を実施し

た。 

 ⑤「FD・SD 委員会」 

平成 22(2010)年 5 月、6 月、7 月、11 月、12 月、平成 23(2011)年 1 月に開催し、学内

研修会および「神野学園研修会」で取り上げる内容、「授業評価アンケート」および授業

参観について検討を重ね実施した。 

 

  ■学校法人神野学園 

  ・神野学園には 3 校があることから、学園全体での「FD 委員会」を設置し 3 校での FD

に対する共有化を計っている。 

①神野学園「FD 委員会」 

各大学 2～3 人で構成されており、平成 22(2010)年度は 4 月、7 月、10 月、1 月の 4 回

開催した。委員会では各大学の授業アンケートや授業参観についての現状や、その他各

大学において実施している FD 活動についての会議を行い、神野学園全体の FD の活発

な活動に向けての意見交換の場としている。 

②「神野学園研修会」 

研修会は毎年 8 月下旬に実施している。平成 22(2010)年度は 8 月 24 日に開催された。

午前は教職員全体の研修が実施され、大手前大学の本田直也先生の｢教職協働による導入

教育の実施－大手前大学の事例－｣の演題での講演であった。午後からは分科会とし、教

員分科会では学園 3 校で FD 活動に大きな差がある為、今年度も 3 校別々のテーマで研

修会を実施し、事務職員の分科会は 3 校合同で実施した。本学は本学の教員で「学生相

談室」のカウンセラーでもある阿部順子先生に｢学生のメンタルケア －相談室から見え

てきたこと－｣の演題で、学生相談室開設当初からの利用状況や相談内容についての講演

を頂いた。また、事務職員分科会では「神野学園の財務状況の理解」とのテーマで、健

全な学校運営・経営を行うことが学生への教育・サービスの充実に欠かせないことから、

神野学園の財務状況を理解することを目標とした研修会が企画された。 

 

 ５－４－② 教員の教育研究活動を活性化するための評価体制が整備され、適切に運用されて

いるか。 

  ア．学内において「特別研究費」を設置、各教員の研究内容を教育・研究推進委員会で審

査して配分している。また、研究費を獲得した研究は研究結果を学内で発表している。 

イ．年度毎に自己の担当科目に対する教員の「自己評価」、改善点そして「授業評価アンケ

ート」に対する取り組みに関して点検および報告を行い、教員間相互での授業参観を実

施することにより授業改善に取り組んでいる。また、研修会では大学での FD 活動の情

報も取り入れ、教員の教育活動の活性化を図っている。 

 ウ．「学校法人神野学園人事評価規程」を平成 24(2012)年度より導入し、半期毎に「目標

設定」、「目標達成度評価」を行って、教育研究活動評価を行っていく。 
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 (2)５－４の自己評価 

  ア．「授業評価アンケート」は今年度も実施した。教員はその結果をもとに教員各自の「自

己点検・評価・年次報告」の中で、授業方法の自己評価を行い授業の改善について報告

しており一層の授業方法改善への活用が必要である。 

イ．「FD・SD 研修会」は主として学生の精神面についてのテーマを取り上げ、8 月の「神

野学園研修会」の分科会および学内研修会の 2 回行ったが、学生のメンタル的な問題点

および対処法等の情報を教職員で共有することに非常に有効であった。 

ウ．授業参観は、平成 22(2010)年度も実施したが、学外実習等で看護学科における実施率

が低かった点及びどのように活用するかが重要な課題である。 

エ．FD 活動においては学園全体での FD 委員会を設置して研修会も行っており、委員会や

研修会等で FD に対する情報交換を行うことで適切に運用されている。学園全体での研

修会では各学校で FD 活動に大きな差があることから学校別に行い、各校で評価を行っ

た。職員分科会では実際の業務に近い分野でのテーマで切実な討論が行われた。 

 

 (3)５－４の改善・向上方策(将来計画) 

  ア．今後も学生による「授業評価アンケート」や教員間相互の授業参観および研修会等の

活動により、教員の教育能力向上を目指して行っていく。 

イ．「授業評価アンケート」の活用は、教員各自の「自己点検・評価・年次報告」の中で授

業方法の「自己評価」を行い、授業の改善について報告しており教員自ら個々の努力に

よる改善を図っている。また、アンケート結果を今年度よりポータルサイトで学生に公

表しており、今後は学生の意見をどのように反映していくか検討して行く。授業参観に

ついて、今後は教員間で討論を行うなど授業への工夫・改善へ教員全体で取り組んで行

く。 

ウ．FD 研修会では、学生のメンタルな話題を取り上げた。この研修会には、事務職員も参

加し、教員と共に学生の情報を共有するという目的を達しており、今後も教職員全体で

の FD 活動について検討して行く。さらに、学外の研修会への参加を今後も支援し、学

内でも研修会を定期的に開催することで積極的な FD 活動により教員の教育能力向上を

目指して行く。 

 

 ［基準５の自己評価] 

  ア．本学の教員組織は大学設置基準及び各学科が属する養成所指定規則(看護師・保健師、  

助産師、診療放射線技師)を満たし、また衛生技術学科は養成所として指定はないが指定

規則に準拠し、適切である。 

イ．衛生技術学科及び放射線技術学科は 1 学年 1 クラス(約 50 人)に 2 人、看護学科は 1 学

年 4、5 人 1 グループに 1 人、担任として配置する担任制や細かい指導が必要な実習教員

配置等を考慮しており、教員構成は適切である。 

ウ．専任教員の採用・昇任の方針は明示され、規程の下に適切に運用されている。 

 エ．教員の教育担当時間数、教員研究費の配分も適切である。 

オ．本学は、国家試験の全員合格を目指していることから学生の理解度が上がるよう授業

改善努力を常に行っており、FD 活動も積極的に実施している。 
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 ［基準５の改善・向上方策(将来計画)] 

  ア．本学においては、「基礎」、「専門基礎」、「専門」の各分野の教員をバランス良く配置す

ることが重要であり今後も配慮していく。 

イ．各学科に係る国家試験の全員合格、社会ニーズに応えられる医療技術者の育成を目指

し今後も教育内容の改善、充実に努めていく。 

ウ．教育は授業のみで行なわれるものでは無く、授業外の時間を含め、それぞれの学生が

どれだけの能力を身に付けたかが重要である。教員が授業外に力不足の学生に適切な課

題を課し、その結果を検討し、確認の質問を行なう等のきめ細やかな指導をするよう、

ポータルサイトの活用を含め実施していく。 

 エ．教育研究活動を支援するため、平成 23(2011)年度において情報処理教室パソコン 111

台、教員用パソコン 75 台を更新し、情報処理教室には画像配信機能、LL(Language 

Learning)機能をもつマルチメディア教育システムを導入する計画である。また、授業時

間外指導を充実できるポータルサイトシステムを既に稼働させているが、教員用のパソ

コンのスペックが不足していること等から、現在本格的に実施できていない状況につい

て、教員用パソコンの更新と、ポータルサイトの活用事例の紹介や活用研修会等により

解決する。 

 

 



岐阜医療科学大学 

 - 64 - 

基準６．職員 

 基準６―１．職員の組織編制の基本視点及び採用・昇任・異動の方針が明確に示され、かつ適

切に運営されていること。 

 (1)６－１の事実の説明(現状) 

 ６－１－① 大学の目的を達成するために必要な職員が確保され、適切に配置されているか。 

  ア．職員組織は、「岐阜医療科学大学学則第 47 条」を基本として、本学の教育目的を達成

するために適切に配置されている(図６－１－１事務職員配置図)。 

図６－１－１「事務職員配置図」              (平成 23年 5月 1日現在) 

 

イ．上表以外に正門警備員(交通指導員)、食堂・売店職員について業者委託している 

ウ．「学校法人神野学園職員就業規則第 2 章」の「服務の基本」条文の中で、「すべて職員

は、建学の精神に則り学園の教育理想達成に努力する」としており、これを達成するた

めの人材配置を行っている。 

 

 ６－１－② 職員の採用・昇任・異動の方針が明確にされているか。 

  ア．職員の採用については、定期的な採用でなく必要部署へ適切な人材を配置することを

基本とし、本学だけでなく神野学園全体での適切な人事配置を考慮している。 

イ．職員の昇任、異動に関しては「学校法人神野学園人事評価規程」に定められており、

前期、後期の目標設定と達成評価及び、年度の職務遂行能力評価による人事評価制度に

より、個人の評価を行い、賞与、昇任、異動の基礎としている。この個人評価を基に、

昇任、異動については、神野学園全体を通じた適切な組織編成を行っている。 

 

 ６－１－③ 職員の採用・昇任・異動の方針に基づく規程が定められ、かつ適切に運用されて

いるか。 

  ア．「学校法人神野学園職員就業規則」において「職員の任用、休職、免職等は、所定の手

続を経て「理事会」の議決に基づき理事長がこれをおこなう」と定めており、採用・昇

任・異動等はこれに依り実施されている。この任免等の手続きは「学校法人神野学園人

事関係の任免の取扱い」により実施されている。 

イ．職員の採用は、学校事務局長と神野学園本部との調整の上、募集方法等を決定し実施

する。 書類審査、適任者による面接等を経て採用候補者が決定された後、「学校法人神

野学園人事関係の任免の取扱い」により「理事会」に上申され、決定している。 
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ウ．職員の昇任の基礎となる人事評価については、「学校法人神野学園人事評価規程」に規

定され、半期及び年度毎に人事評価を行っている。 

エ．昇任は、大学事務局長がこの人事評価を基に法人本部事務局と協議の上判断している。

また、異動についても同様に法人本部事務局と協議の上、「学校法人神野学園人事関係の

任免の取扱い」により「理事会」に上申され、決定している。 

 

 (2)６－１の自己評価 

  ア．本学の「教育目標」達成のため、職員組織は適切に編成され、また適正な人員が配置

されている。 

イ．職員の採用・昇任・異動については、「学校法人神野学園職員就業規則」並びに「学校

法人神野学園人事関係の任免の取扱い」に基づき適切に実施されている。 

ウ．職員の昇任については、「学校法人神野学園人事評価規程」による人事評価を基礎とし

て実施され、職員のモチベーションの向上に寄与している。 

 

 (3)６－１の改善・向上方策(将来計画) 

 

 

  

 

 ア．今後も引き続き、本学の「教育目標」を達成する観点から組織体制を見直し、また各

部署で業務内容を精査しながら、最適と思われる組織運営を行っていく。 

イ．職員の採用・昇任・異動についても「教育目標」の達成を目的とし、また職員の能力

向上やキャリアアップ等も勘案しながら、適切に実施していく。 

 

 基準６―２．職員の資質・能力の向上のための取組み(SD 等)がなされていること。 

 (1)６－２の事実の説明(現状) 

 ６－２－① 職員の資質・能力の向上のための研修、SD 等の取組みが適切になされているか。 

  ア．本学及び、神野学園では、教職員のスキルアップを目的とし、夏季に教職員全員参加

の「神野学園研修会」を行なっている。平成 22(2010)年度は午前・午後の二部構成で行

い、午前の部では教職員全員が大手前大学 現代社会学部 本田直也准教授の講演『教職

協働による導入教育の実施～大手前大学の事例～』を受講した。午後の部では教員と事

務職員が別れ、事務職員は『神野学園の財務状況の理解』というテーマで「学校会計」

の概要及び「神野学園の財務状況」を研修した後、『国庫補助金の理解』というテーマで

「私立大学等経常費補助金」の概要について研修を行った。 

イ．「FD・SD 研修会」 (平成 22(2010)年度は 2 回実施)に参加し教員と共に最新の教育ス

キルや学生のメンタルケアなどを学んでいる。 

ウ．日本私立大学協会、岐阜県私立大学協会主催の各種研修会等に担当部門の事務職員を

出席させ、研修をしている。(資料編 6-4参照) 

 

 (2)６－２の自己評価 

  ・学内研修や最新の専門的知識習得のための学外研修に職員を積極的に参加させている。 

また能力評価及び上司との面談を通し、個々の職員の能力開発につなげるよう配慮して 

いる。 
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 (3)６－２の改善・向上方策(将来計画) 

  ・医療系大学においても、大学を取り巻く環境は厳しくなっており、生き残りを賭けた熾

烈な大学間競争となっている。このため個々の職員に求められる資質・能力は益々高く

なっている。今後も研修会等の充実や On the Job Trainingを活用し職員の能力向上を

図っていく。 

 

 基準６―３．大学の教育研究支援のための事務体制が構築されていること。 

 (1)６－３の事実の説明(現状) 

 ６－３－① 教育研究支援のための事務体制が構築され、適切に機能しているか。 

  ア．事務体制は、建学の精神や「教育目標」を達成するための組織となっており、各課が

有機的に協力して教育研究活動支援業務を行なっている。 

イ．庶務課は、教員人事管理、帳票・規程等の学内運営管理、教員の国内・海外出張管理、

文部科学省等の公的機関対応、科研費予算の申請や管理、教授会等の運営管理、実習病

院管理、教育研究施設・設備等に関する補助金申請等を行っている。 

ウ．学生課は、教務業務と学生業務を行っている。教務業務では、教育課程の編成及び運

営、履修管理等を行い、学生業務では学生の修学指導、厚生補導、奨学金、課外活動支

援等 の業務を行っている。 

エ．会計課では、学内予算の管理運営、教育研究予算管理、購入品の支払い等の業務を行

っている。 

オ．入試広報課では、入試業務、大学入試センター関連業務、オープンキャンパスや進学

相談会等の学生募集業務、学校案内やホームページ等の作成を通じてのパブリシティ活

動、高校への出張講義の管理等を行っている。 

カ．就職課では求人情報の把握と学生への紹介、学生指導を行っている。また講習会、模

擬試験、模擬面接等早い学年からの就職支援を行っている。 

 キ．施設課では、教育研究施設・設備の手配や維持管理業務等を行っている。 

ク．本学の運営面、実務に関して、部科館長、事務局長、事務局各課長の構成による「部

科長会」を月に１回開催し、学内諸行事等に対する円滑な運営のための会議を開催して

いる。 

 

 (2)６－３の自己評価 

  ア．教育研究支援のための事務体制は、組織体制並びに運営能力の両面から適切に機能し

ている。 

イ．各課の連携も、「部科長会」等を通じ学内諸問題を共通認識することで適切に行われて

いる。 

 

 (3)６－３の改善・向上方策(将来計画) 

  ・教育研究支援体制は、急激な社会変革の中で常に見直しが必要であり、今後も継続して

支援体制を充実させていく。 
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 ［基準６の自己評価] 

   ア．職員の採用・昇任・異動については、「学校法人神野学園人事評価規程」を基本として

神野学園全体での調和を図りながら本学の教育目的を達成するため適切に実施されてお

り、手続きは各規程に基づき適正に行われている。 

 イ．職員組織は教育研究を支援すべく有効に編成され、円滑に業務運営が行われている。 

 

 ［基準６の改善・向上方策](将来計画) 

  ・事務組織、職員能力開発、採用・昇任・異動、教育研究支援体制のそれぞれにおいて大きな

問題点はないと考えているが、本学を取り巻く環境は大きく変化しており、また教育研究支

援の在り方も変化してきていることから、今後も改善・充実を図っていく。 
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基準８．財務 

 基準８―１．大学の教育研究目的を達成するために必要な財政基盤を有し、収入と支出のバラ

ンスを考慮した運営がなされ、かつ適切に会計処理がなされていること。 

 (1)８－１の事実の説明(現状) 

 ８－１－① 大学の教育研究目的を達成するために、必要な経費が確保され、かつ収入と支出

のバランスを考慮した運営がなされているか。 

  ・本学は平成 18(2006)年度に開学し、平成 21(2009)年度に完成年度を迎えた。開学当初は

新設大学故の教職員人件費負担、新規設備投資による減価償却額負担等により、帰属収

支差額は赤字であったが、開学 3年目となる平成 20(2008)年度からは黒字に転じている。

これは、開学以来、総学生数が総収容定員数を上回ってきたことにより安定した帰属収

入を確保できたためである。また、この間法人全体では、本学が完成年度前であったこ

とと、中日本自動車短期大学及び東海福祉総合専門学校の急激な入学生数の減少により、

平成 19(2007)、平成 20(2008)年度と二期連続して帰属収支差額が赤字となった。このた

め、平成 21(2009)年度に、東海福祉総合専門学校を他法人へ移管した。これにより多額

の資産処分差額の発生が余儀なくされ、一時的に帰属収支差額は大幅な赤字となったが、

同校の資産処分差額を除いた帰属収支差額は 268,146 千円の黒字となった。平成

22(2010)年度についても本学及び学園全体の帰属収支差額は黒字であり、本学が順調に

完成年度を迎えたことが法人収支にも寄与している。(表８－１－１参照) 

表８－１－１帰属収支推移                       (単位：千円) 

  Ｈ18年度 Ｈ19年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 

帰属収入 
本学 540,874 951,772 1,412,107 1,894,803 1,913,635 

法人 4,215,185 4,034,228 4,017,890 3,843,956 3,855,854 

消費支出 

本学 715,137 922,113 1,221,774 1,379,295 1,351,841 

法人 
4,206,920 4,137,755 4,072,808 8,934,089 3,504,826 

(内臨時支出)  (5,538,280)  

帰属収支差額 

大学 △174,263 29,659 190,333 515,508 561,794 

法人 
8,265 △103,527 △54,918 △5,090,133 351,028 

臨時支出分を除く 268,146  

本学の平成 22(2010)年度の教育研究経費の帰属収入割合は、16.8％(減価償却額除く教育

研究経費 10.3％、減価償却額 6.5％)である。この割合は、単一学部における保健系学部

35 校の平成 21(2009)年度の教育研究経費割合 28.0％(価償却額除く教育研究経費

16.8％、減価償却額 11.2％)と比べると低いが、大学設置計画に基づき、完成年度の平成

21(2009)年度まで新規投資を抑制してきたことにより減価償却額が少ないことが一因で

ある。 

平成 22(2010)年度からは、食堂・寮等の大規模改修工事、実習用医療設備の更新等を進

めており、今後も、老朽化し手狭である看護学科校舎の新築を始めとする施設・設備の

充実等を検討していて、減価償却額は増加する。また、減価償却額を除く教育研究経費

も低いが、平成 23(2011)年度予算においては大きく増加しており、今後も増加する見込

みである。 
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表８－１－２教育研究費推移                     (単位：千円) 

 Ｈ18年度 Ｈ19年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 

教育研究経費 117,237 159,571 251,032 299,234 320,718 

帰属収入 540,874 951,772 1,412,107 1,894,803 1,913,635 

教育研究経費割合 21.7% 16.8% 17.8% 15.8% 16.8％ 
 

   

 ８－１－② 適切に会計処理がなされているか。 

  ・本法人の会計処理は、学校法人会計及び「学校法人神野学園経理規程」及び「学校法人

神野学園経理規程施行細則」を定め、適切に会計処理を行っている。予算に関しては、

毎年 12月に法人本部から示達される翌年度予算編成方針に基づき、学内編成方針を定め

各部署から予算提出を求める。ただし、大規模な設備投資や修繕案件については中期設

備投資計画を考慮しながら、要職者会議等で予め審議され、また各学科において実習用

設備等が検討され、事務局にて集約の後に法人本部理事と調整を行う。提出された予算

は大学の事務局会計課にて集約される。集約結果について、大学事務局長が検討を行い

必要に応じて各部署に見直しを指示する。こうして、まとめられた予算は法人に提出さ

れ、法人としての調整の後に、「理事会」及び「評議員会」の承認を経て事業計画・予算

が成立する。予算執行に関しては各種手続き規程を遵守し、日々各部署から出される伝

票を会計課で集約し、入力処理及び支払い手続きを行う。入力処理された日々のデータ

は法人経理課で最終集計される。この会計処理システムについては、大学会計課と法人

経理課がオンライン化されており、資金管理を含め学園全体の中で適切に運用されてい

る。なお、会計処理にあたり疑義が生じた事項については、積極的に公認会計士、私学

振興・共済事業団に問い合わせるなどして会計処理の正確を期している。 

 

 ８－１－③ 会計監査等が適切に行われているか。 

  ・会計監査は公認会計士 5 人(内１人は「監査意見表明のための委託審査要領(平成 20(2008)

年 10月 17日 日本公認会計士協会)」に基づく審査担当員)及び、監事 2人により行われて

いる。平成 22(2010)年度決算に係る会計監査は、公認会計士が平成 22(2010)年 10 月～

平成 23(2011)年 5 月の期間中、延べ 31 日間実施しており、内平成 23(2011)年 5 月 12

日、18日には監事が会計監査に立会い、会計監査の状況につき公認会計士から監査意見

等を聴取した。また、「学校法人神野学園内部会計監査実施規程」を定め、学校及び法人

の職員を監査人とし、学校と法人の会計監査にあたらせている。この監査記録は、「理事

会」及び公認会計士にも報告され、能率的な公認会計士監査の一翼を担っている。監事

は専任ではないが法律と会計のスペシャリストである。監事は「理事会」のみならず「評

議会」にも出席し、幅広い意見を述べることにより、法人の健全な運営に大きな役割を

果たしている。 

 

 (2)８－１の自己評価 

  ア．平成 18(2006)年度の開学以来、生徒募集は順調に推移してきており、大学の経営基盤

は健全である。支出についても、完成年度の平成 21(2009)年度まで大学設置計画予算に

依り大規模設備投資を抑制してきたことで減価償却額が少ないこともあり、平成

22(2010)年度の教育研究費割合は 16.8％となっているが、平成 22(2010)年度以降、積極
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的な教育関係設備投資を行っており、また減価償却費を除く教育研究経費も、平成

23(2011)年度予算では大きく増加していて、予算での割合は 20.5％となる見込みである。 

イ．本学の平成 22年度(2010)年度帰属収支差額、教育研究経費比率について、平成 21(2009)

年度の全国私立大学保健系学部 35 校と比べた場合、この 35 校の平均消費収支比率は

90％の中で教育研究費割合 28.0％であり、また保健系学部を設置する大学法人の消費収

支比率(資産処分差額を除く)は 96.1％となっていることから、法人経営の観点から同 35

校の平均比率指標はひとつの目安として考えている。今後、同系大学の増加により適正

な入学生数を確保できない事態も予想され、補助金に過度に依存する収支構造は危険で

あり、今後の帰属収入の減少を予測して、現在の収支を見る必要がある。一度、拡大し

た支出を減少させて帰属収入の適正範囲に収めるのは至難の技となる。そういう意味で、

現在の本学及び法人の財務状況は健全であるといえる、 

ウ．各種規程の整備や内部監査の実施により、適切な会計処理が実施できる体制が構築さ

れ実行されている。更に、公認会計士及び監事による会計監査は適切に行われており、

監査の結果指摘された不備等は随時改善している。 

 

 (3)８－１の改善・向上方策(将来計画) 

  ア．現在、看護系等の医療資格系大学の人気は高く、本学への入学者も順調に確保できて 

 きたが、今後は同系校との競合も激しくなっており楽観できない。また、今後、校舎建

替え等の大規模な設備投資も検討されており、教育研究費割合は更に増加する見込みで

あることから適正な帰属収支差額を確保できるよう中期計画を随時見直ししていく。学

園としては、本学を中心に経営基盤を固め、定員割れが続いている中日本自動車短期大

学を縮小均衡させることで、学校と学園の収支バランスを取っていく。 

イ．現在の適正な会計処理体制を維持するとともに、監事監査、公認会計士監査と職員が

行う内部実地監査の三つの監査のより機能的な連携を図り、さらに効率的で効果的な監

査体制を構築する。 

 

 基準８―２．財務情報の公開が適切な方法でなされていること。 

 (1)８－２の事実の説明(現状) 

 ８－２－① 財務情報の公開が適切な方法でなされているか。 

  ア．財務情報公開のルールとして「学校法人神野学園書類閲覧規程」を定め、財務情報を

公開している。公開する書類(財産目録・貸借対照表・収支計算書・事業報告書・監査報

告書)は、所定の手続きを経て大学図書館にて常時閲覧することができる。なお、本法人

の事業報告書は単なる計算書の掲載のみならず、計算書の解説と学校の 1 年間の教育活

動報告を主体とするものである。 

イ．事業報告書は、用語解説を加えて学園のホームページで公開している。学園ホーム 

 ページは、本学ホームページと相互リンクしており、誰でも閲覧可能である。 

 

 (2)８－２の自己評価 

  ・財務情報は適切な方法で公開されている。 
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 (3)８－２の改善・向上方策(将来計画) 

  ・更に、一般の閲覧者にとりわかりやすいよう、図やグラフ、学校会計と企業会計の違い

等の説明を加えるよう検討していく。 

 

 基準８―３．教育研究を充実させるために、外部資金の導入等の努力がなされていること。 

 (1)８－３の事実の説明(現状) 

 ８－３－① 教育研究を充実させるために、寄付金、委託事業、科学研究費補助金、各種

GP(Good Practice)などの外部資金の導入や収益事業、資産運用等の努力がなされ

ているか。 

  ア．教育研究の充実のため、経常費補助金の特別補助金、私立大学等研究設備整備費等   

補助金、寄付金、科学研究費補助金等の獲得に努めている。 

＜平成 22(2010)年度実績＞ 

・私立大学等経常費補助金特別補助 2,308万円 

・私立大学研究設備整備費等補助金は、文部科学省当初予算及び補正予算の双方でデ

ジタルＸ線テレビ装置等 7件応募し、4件が採択され 1,091万円 

・寄付金 225万円 

・科学研究費補助金は学内説明会を実施するなどして募集しており、平成 22(2010)年

度は 3 件で 377 万円、その他日本私立学校振興共済事業団の学術研究振興資金を 1

件で 30万円を獲得した。 

イ．その他、外部資金としては、資産運用収入、事業収入等がある。 

 ＜平成 22(2010)年度実績＞ 

   ・資産運用は、「学校法人神野学園資産運用規程」に基づき元本償還の確実性が高いも

ので運用しており、受取利息配当金収入は 472万円であった。 

   ・事業収入の主なものは補助活動収入としての寮費関係収入(2,636万円)、通学バス券

販売収入(1,273万円)であった。 

 

 (2)８－３の自己評価 

  ・教育研究の充実のため、積極的に外部資金獲得努力を行っている。また、資産運用に関

しては安全確実な運用を行っている。 

 

 (3)８－３の改善・向上方策(将来計画) 

  ア．今後大学を発展させるにあたって外部資金の獲得は極めて重要であり、今後も該当案

件については私立学校施設整備費補助金や私立大学等研究設備整備へ応募していく。ま

た、説明会を充実するなどして科学研究費補助金応募を増加していく。 

イ．資産運用は、今後も「学校法人神野学園資産運用規程」を順守し、安全確実な運用を

行っていく。 

 

 ［基準８の自己評価］ 

  ア．医療系大学においては、高価な医療機器等の教育研究施設・設備の充実が不可欠で   

あり、実験や実習に係る経費も多額となる。また大学設置基準ばかりでなく、それぞれ
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の国家資格者養成指定規則から教員数等が定められ、小グループの学生に対する実習担

当教員も考慮して教員を配置している。このような状況を考慮した中期計画に基づき、

学生数は安定的に確保され、また外部資金の獲得により帰属収入は安定しており、支出

も計画的に実施され経営基盤は安定している。 

 

 ［基準８の改善・向上方策(将来計画)］ 

   ・教育研究の更なる充実を図るよう計画的に投資を行う。また、全学を挙げて科学研究費

補助金など外部資金の獲得に取り組み、資産運用については、今後も安全かつ確実な運

用を行う。 

 


